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第 １ 章

結 婚 ～ 子 育 て 編
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県教育委員会では、教職員の共働き・共育てを支援するため、次のような休暇や休業の制度を設けています。
子どもが生まれる女性教職員だけでなく、父親になった（なる予定の）男性教職員も、こうした休暇制度等を活用しながら、積極的に育児や家事を

担い、親子の時間を大切にしましょう。
また、教職員が安心してこれらの制度を利用するには、学校長等や周りの教職員の理解と協力が欠かせません。教職員の皆さん全員にこうした制度

を周知し、男女が分担して育児や家事を行う共働き・共育ての生活スタイルの普及を図っていきましょう。

子育てに関する休暇制度等の概要
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Ⅰ 結婚したら・・・

１．休暇内容
職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認められる行事等のために取得

できる休暇

２．休暇期間
結婚の日を含む６週間以内（公務等の都合によりこれによりがたい場合は、概ね１年以内）で

５日（日単位）

３．請求方法

「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「職員の結婚」から

手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく
ださい。

４．ポイント
（１）「結婚の日」とは、社会的に結婚したと認められる日であり、「婚姻届の日」、「結婚式の日」等

がこれに当たり、例えば、婚姻届も出さず、結婚式も行わないというような場合における「結婚

の日」については、社会通念に基づき個別に所属長が判断することとしています。
（２）「結婚の日」とし得る日が複数ある場合、いずれの日を「結婚の日」とするかは、職員が選択

できます。

（３）週休日及び休日は休暇に含みません。
（４）連続又は断続での取得が可能です。

【例１】

答 お見込みのとおり、土日は休暇に含めないので、取得することができます。

１ 結婚休暇

結婚の日
6 週間 6 週間

※概ね１年以内

５日取得可能（連続又は断続）

日 月 火 水 木 金 土
8 9 10 11 12 13 14

結婚の日 結婚休暇① ―
15 16 17 18 19 20 21
― 結婚休暇② 結婚休暇③ 結婚休暇④ 結婚休暇⑤
22 23 24 25 26 27 28

週休日はカウントしない。

男性・女性ともに取得可能

問 ９日（月）に入籍し、13 日（金）～19日（木）までの間、結婚休暇を取得することはできる

か。
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【例２】

答 可能です。
休暇取得期間（結婚の日を含む６週間以内（公務等の都合によりこれによりがたい場合は、

概ね１年以内））において、５日を限度とし、取得することができます。

＜その他＞

旧姓を使用する場合・・・改姓届の提出と併せて、旧姓使用届を所属長を経由して人事主管
課（小中学校課又は高等学校課若しくは特別支援教育課）に提出
してください。

＜共済組合・互助会制度等＞

共済組合制度 互助会制度

結婚などで姓が

変わったら

○記載事項等変更申告書（組合員）

改姓した場合は、当該様式の提出が必

要です。

【提出書類】

・記載事項等変更申告書（組合員）
・資格確認書 等

（共済組合が交付したすべての証）

―

結婚をしたら

○被扶養者認定申告書

被扶養者の要件等について詳しくは、

公立学校共済組合高知支部ホームページ
又は福祉事務の手引をご覧ください。

【提出書類】

・被扶養者認定（種別切替）・取消申告
書、その他（手引等でご確認くださ

い。）

○結婚祝金

【請求要件】

結婚をしたとき
【提出書類】

・結婚祝金請求書

・戸籍（写し可）

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6 7

結婚休暇①
8 9 10 11 12 13 14

結婚休暇② 結婚休暇③ ―
15 16 17 18 19 20 21
― 結婚休暇④ 結婚休暇⑤

問 ８日（日）に挙式し、式の準備や各種手続き、引っ越し等のため、毎週金曜日から月曜日にか

けて結婚休暇を取得したいと考えているが、可能か。
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Ⅱ 妊娠するまでに・・・

○利用可能な制度

１．休暇内容
職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場合に取得できる

休暇

２．休暇期間
年５日（当該通院等が体外受精又は顕微授精に係るものである場合は年 10日）（日又は時間単位）

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「出生サポート休暇」

から手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、「出生サポート休暇承認願」を所属長に提出して
ください。なお、所定の「休暇承認願」への記載は不要です。

○請求時のポイント
請求に当たっては、診断書等の証明書類の提出は原則不要です。

４．ポイント
（１）休暇の対象となる「不妊治療」には、不妊の原因等を調べるための検査、不妊の原因となる疾

病の治療、タイミング法、人工授精、体外受精、顕微授精等があります。
（２）「通院等」とは、医療機関への通院、医療機関が実施する説明会への出席（これらにおいて必

要と認められる移動を含む。）等をいいます。

（３）年の当初はタイミング法や人工授精を受けていて休暇期間が年５日であったが、年の途中か
ら体外受精又は顕微授精を受けることとなった場合は、体外受精又は顕微授精を受ける時点か

ら休暇期間が年 10日となります。

その後、体外受精又は顕微授精以外の治療を受けることがあっても、休暇期間は年 10 日か
ら年５日に変わることはありません。

制 度 名

特別休暇 １ 出生サポート休暇

病気休暇 ２ （不妊治療のための）病気休暇

１ 出生サポート休暇

男性・女性ともに取得可能

【参考】不妊専門相談センター
不妊に悩む方の問い合わせ先として、高知医療センター内に不妊専門相談センター「ここから

相談室」を設置しています。不妊に関する医学的・専門的な相談や不妊による身体や心の悩みな
どについて、不妊症看護認定看護師などの専門相談員が相談に対応します。（相談は無料）
◆電話相談：不妊等相談⇒毎週水曜日（第２水曜日を除く）・毎月第３土曜日 9:00～12:00
◆面接相談（予約制）：毎月第１水曜日 13:00～16:20
面接予約受付専用アドレス（kokokara@khsc.or.jp)

※祝日、年末年始は除く
○詳細は、子育て支援課のホームページをご覧ください。
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/funinsoudan-center/

不妊等に関する相談専用
ダイヤル（予約兼用）

088-837-3704

https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/funinsoudan-center/


5

１．休暇内容
負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

に取得できる休暇
※疾病の療養を目的としているため、不妊の原因のある側の取得に限ります。

※出生サポート休暇を取得し、不妊治療を受けた後に気分が悪くなるなど体調不良となり、医師

の指示により安静を要する場合は、病気休暇を取得することができます。（出生サポート休暇の
取得も可）

２．休暇期間
疾病又は負傷により、引き続き 90 日以内で取得可能（日又は時間単位）

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「その他の休暇」→「私病」から

手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく

ださい。

４．ポイント
（１）確認書類等について

○病気休暇の期間が６日を超えない場合

ア 病気休暇を取得した職員は出勤後、速やかに医療機関の受診に係る書類を所属長等（休

暇承認権者）に提示してください。
イ アで提示する書類は、医療機関のレシート、薬袋、診療カードなど、医療機関を受診し

た日が判るものとしてください。

○病気休暇の期間が６日を超える場合
医師の診断書の提出が必要です。

（２）期間の算定には、週休日、休日を含みます。

出生サポート休暇と病気休暇の違いは・・・

２ （不妊治療のための）病気休暇

出生サポート休暇 病気休暇

職員本人が不妊症による治療が必要な場合の

ほか、不妊症と診断される前の検査や、不妊の原
因が配偶者側にある場合において、医師の指示に

基づき配偶者の治療に参加する場合についても

取得ができます。

不妊治療のうち不妊の原因である疾病の治療

（例：精管閉塞や子宮内膜症による癒着に対する
手術療法）に係る場合等、病気休暇の事由に該当

する場合に、その治療等に要する最小限度の期間

に取得することができます。

男性・女性ともに取得可能
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Ⅲ 妊娠したら・・・

○利用可能な制度

１．休暇内容
妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が、母子保健法第 10 条及び第 13 条に規定する保健指導又

は健康診査を受ける場合に取得できる休暇

２．休暇期間
１回につき、１日の正規の勤務時間内で必要と認める時間

※（１月は 28 日として計算します。）

・妊娠６月までは４週間に１回
・妊娠７月から９月までは２週間に１回

・妊娠 10 月から分べんまでは１週間に１回

・産後１年まではその間に１回
※医師等の特別の指示があった場合は、産前産後（１年以内）を通じ、その指示された回数と

なります。

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「妊産婦の健康診断」

から手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく
ださい。

４．ポイント
「妊婦の通勤緩和休暇」は通勤することを前提とした休暇であるため、「妊婦の通勤緩和休暇」から

「妊産婦の健康診断休暇」へ又は「妊産婦の健康診断休暇」から「妊婦の通勤緩和休暇」へ引き続い

て取得することはできません。

制 度 名

特別休暇

１ 妊産婦の健康診断休暇

２ 妊娠障害（つわり等）休暇

３ 妊婦の通勤緩和休暇

４ 分べん（産前産後）休暇

時間外勤務の制限等
５ 時間外勤務及び深夜勤務の制限

６ 休息又は補食を必要とする場合の職務専念義務の免除

その他
７ 在宅勤務

８ その他の制度

１ 妊産婦の健康診断休暇

女性のみ取得可能

通勤緩和 健康診断勤務

通勤緩和 健康診断勤務

健康診断 勤務通勤緩和
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【各種制度との併用】

※１ 妊婦の通勤緩和休暇の直前又は直後に接続して取得することはできません。

１．休暇内容
妊娠中の女性職員が、妊娠障害のため勤務することが著しく困難である場合に取得できる休暇

２．休暇期間
一妊娠期間を通じて 10 日（日又は時間単位）

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「妊娠障害」から

手続きを行ってください。
※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく

ださい。

４．ポイント
（１）週休日及び休日は休暇に含みません。

（２）妊娠していることの確認は、医師の妊娠証明書又は母子保健法に定める母子健康手帳の提示
により行ってください。

（３）流産等により妊娠の事実がなくなった場合は、その旨を速やかに所属長に届け出てください。

（４）所属長等は、妊娠中の女性職員から妊娠障害のため妊娠障害休暇の請求を受けた場合は、同僚
職員の証言程度の簡単な証明を求めることで構いません。

育
児
短
時
間
勤
務

部
分
休
業

育
児
休
暇

妊
婦
の

通
勤
緩
和
休
暇

妊産婦の健康診断休暇 ○ ○ ○ △※１

２ 妊娠障害（つわり等）休暇

母子保健法（抜粋）

第 10条 市町村は、妊産婦若しくはその配偶者又は乳児若しくは幼児の保護者に対して、妊
娠、出産又は育児に関し、必要な保健指導を行い、又は医師、歯科医師、助産師若し

くは保健師について保健指導を受けることを勧奨しなければならない。

第 13条 前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対
して、健康診査を行い、又は健康診査を受けることを勧奨しなければならない。

女性のみ取得可能
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【参考】妊娠中の症状等
（「妊娠出産・母性健康管理サポート（妊娠中・産後の症状等に対して考えられる措置の例）」（厚生労働省HP抜粋）

症状名等 症 状 等

つわり

妊娠悪阻

つわりは妊娠初期に起こる食欲の低下・吐き気・嘔吐・胃の不快感や痛みなどの症状で

す。一般的に、妊娠 12週ごろを境に自然に改善します。しかし、重症化すると妊娠悪阻

といって、激しく嘔吐して水分や食事がとれず、体重が減少し、頭痛、意識障害、肝機

能障害が現れる場合があります。

貧血、

めまい・立ちくらみ

妊娠中は血液の量が増え、貧血になることがあります。また、貧血以外にも、妊娠中は

血圧が低下しやすく、長時間の立位や歩行の際に、めまい、立ちくらみ、失神を起こす

こともあります。

腹部緊満感、

子宮収縮

子宮が大きくなることで、靭帯が伸ばされてお腹に張りを感じたり、痛みを感じたりす

ることがあります。また、はっきりした自覚症状が無くとも、子宮収縮に伴い下腹部が

硬く触れることがあります。これらは切迫流早産の初期症状の可能性もあり、注意が必

要です。

腹痛

子宮の収縮や妊娠特有の合併症、子宮筋腫や卵巣嚢腫などの婦人科の病気、便秘・尿管

結石・虫垂炎など産婦人科以外の病気になど様々な原因が考えられます。痛みが強い場

合や持続する場合、早めの受診が必要になります。

性器出血

切迫流産・切迫早産に伴う場合や胎盤の異常に伴う場合などがあります。原因を調べる

必要があり、妊娠後期では腹痛や胎動に問題が無いかについても併せて注意する必要が

あります。

腰痛
子宮が大きくなることで、体の重心が前方に移動し腰への負担が増加します。また、ホ

ルモンの影響で関節が柔らかくなり、腰や恥骨の痛みが生じることがあります。

痔

子宮が大きくなることで、便秘になりやすく、下半身の血流が滞り痔ができやすくなり

ます。外痔核という外に出るタイプでは、痛みがでやすく、排便の際に出血が起こるこ

とがあります。

静脈瘤

下肢や外陰部の静脈が腫れて蛇行が目立つ状態のことを言い、違和感や痛みを感じたり、

歩行に支障が出たりすることもあります。一般的には妊娠の後半に起こりやすく、長時

間同じ姿勢を取ることも誘因になります。

浮腫

子宮が大きくなることで、下半身の血流が滞り、足がむくみやすくなります。立ち仕事

や長時間座っていることが誘因になります。妊娠後期には手もむくみやすくなります。

病的な場合には、顔やお腹など全身にむくみが出ることがあります。

手や手首の痛み
ホルモンの影響で関節が柔らかくなり、妊娠後期から産後にばね指や手根管症候群など

が起きやすく、指の関節の痛みや手首の痛みが出ることがあります。

頻尿、排尿時痛、残尿感
子宮が大きくなることで、膀胱が圧迫されて排尿回数が増えます。また、妊娠中は細菌

感染等が起きやすく、膀胱炎になると、頻尿に加え排尿時痛や残尿感が出現します。

全身倦怠感
妊娠中はホルモンバランスの変化、体重の増加などにより、体の負担が増します。その

結果、疲れやすくなり、全身倦怠感が出現します。

動悸
妊娠に伴う貧血、体重の増加、子宮の増大などで、動悸や呼吸困難が起こることがあり

ます。程度の強い場合には心臓や肺に病気がないか調べる必要があります。

頭痛

妊娠前と同じような頭痛が繰り返し起こることがあります。血液の量が増える妊娠 20

週以降に、今までにない頭痛が出現する場合は、原因や病状を調べる必要があり、注意

が必要です。

血圧の上昇

通常、血圧は妊娠中期まで低下し、妊娠後半にかけて妊娠前のレベルに戻ります。血圧

の上昇が持続する場合は、妊娠高血圧症候群の可能性があります。頭痛や目の前がちか

ちかする、腹痛や吐き気、胃のあたりが痛むなどの症状は特に注意が必要です。

蛋白尿

妊娠中は、血液量の増加などにより腎臓に負担がかかり、蛋白尿が出現することがあり

ます。持続するものや血圧の上昇を伴う場合は、妊娠高血圧症候群の可能性もあり、注

意が必要です。

妊娠糖尿病

胎盤から分泌されるホルモンの影響で、血糖値が高くなる病気です。赤ちゃんが大きく

なりすぎたり、出生後に低血糖になったり、黄疸が出たりすることなどに注意が必要で

す。食事療法に加えて必要であればインスリン治療を行います。
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１．休暇内容
妊娠中の女性職員が通勤に交通機関又は交通用具（※）を利用する場合で、その混雑の程度が母体

又は胎児の健康保持に影響があると認められるときに取得できる休暇（徒歩のみでの通勤には認め
られません。）

※交通用具・・・自動車、自動二輪車、原動機付き自転車及び自転車

２．休暇期間
正規の勤務時間の始め又は終わりに、１日を通じて１時間を超えない範囲内で

各々必要と認める時間
※産前休暇に入る日の前日まで取得可能

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「妊婦の通勤緩和」

から手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく
ださい。

○請求時のポイント

１月（暦日）を単位として一括してあらかじめ請求することができます。

４．ポイント
（１）妊娠していることの確認は、医師の妊娠証明書又は母子保健法に定める母子健康手帳の提示

により行ってください。

妊娠証明書が発行されるまでの間は、医師の診断によりますので、所属から医師に事実の確

認を行う場合があります。
（２）勤務時間の始め又は終わりの１時間以内であるため、朝夕に分割して取得できます。

赤ちゃん（胎児）が

週数に比べ小さい

様々な理由が考えられますが、赤ちゃんの成長の程度や元気さによっては、頻回な通院

や安静、入院が必要となったり、早めのお産が必要になったりすることがあります。

多胎妊娠
複数の赤ちゃんが子宮の中にいることをいいます。切迫流早産や赤ちゃんが週数に比べ

て小さくなることが多いと言われています。

妊娠中の不安・不眠・落

ち着かないなど

妊娠中はホルモンバランスの変化に加えて、環境の変化、出産や育児に対する心配など

で精神的な負担を感じやすくなります。

合併症等
病気によっては、妊娠の影響で症状の変化が見られることがあります。また、流産や早

産、赤ちゃんの発育など妊娠への影響も考えなければならないこともあります。

３ 妊婦の通勤緩和休暇

女性のみ取得可能

通勤緩和
(30 分)

通勤緩和
(30 分)勤務

通勤緩和
(15 分)

通勤緩和
(45 分)勤務
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（３）通勤することを前提とした休暇であるため、結果として１日勤務しない（例えば年次有給休暇

を１日取得する。）場合には、取得することができません。
勤務実績管理システムにおいて、事前に妊婦の通勤緩和休暇の登録をしている場合は、取下げ

の処理が必要です。（取下げの処理が決裁となった後に、年次有給休暇等の登録をしてください。）

（４）「年次有給休暇等から妊婦の通勤緩和休暇へ」又は「妊婦の通勤緩和休暇から年次有給休暇等

へ」と引き続いて取得することはできません。
勤務実績管理システムにおいて、事前に妊婦の通勤緩和休暇の登録をしている場合は、取下げ

の処理が必要です。（取下げの処理が決裁となった後に、年次有給休暇等の登録をしてください。）

【各種制度との併用】

※１ 勤務時間の始めに部分休業（育児休暇）、勤務時間の終わりに通勤緩和など、両制度を引き

続いていない場合に認められます。

※２ 妊産婦の健康診断休暇の直前又は直後に接続して取得することはできません。

１．休暇内容
女性職員の母性を保護するため労働基準法に基づき認められている休暇

２．休暇期間
（産前）出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）前の日から出産の日までの期間
（産後）出産の日の翌日から８週間（多胎妊娠による出産の場合にあっては、10週間）

ただし、出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の出産の場合に

あっては、10週間

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「職員の分べん」

から手続きを行ってください。
※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく

ださい。

育
児
短
時
間
勤
務

部
分
休
業

育
児
休
暇

妊
産
婦
の

健
康
診
断
休
暇

妊婦の通勤緩和休暇 ○ △※１ △※１ △※２

４ 職員の分べん（産前産後）休暇

通勤緩和
(30 分)

年次有給
休暇勤務

通勤緩和
(30 分)

年次有給
休暇 勤務

通勤緩和
(１時間) 年次有給休暇勤務

女性のみ取得可能

通勤緩和
(１時間) 年次有給休暇
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４．ポイント
（１）出産予定日の確認は、医師の妊娠証明書（写しで可）又は母子保健法に定める母子健康手帳の

提示により行ってください。

（２）産前休暇の期間中、出産予定日前に出産をした場合においては、当該出産日と出産予定日の間

の日数を産後の休暇期間に継ぎ足して請求することができます。

【例】

答 出産日から８週間後は８月 24日（木）ですが、出産が早まった日数分は産後に継ぎ足し

ができるので、産後休暇は、６月 30 日（金）～８月 30 日（水）まで取得できます。（出
産予定日より出産が早まっても産後休暇の期間に継ぎ足して請求できるため、結果として、

産後休暇の終了日に変更はありません。）

（３）産前休暇の継ぎ足しについては、予定日より８週間以上前（産前休暇取得前）に出産した場合
においては、継ぎ足しは行わず、産後休暇 10週間のみの取扱いとなります。

（４）出産の日が予定日の８週間前の日より前であった場合（産前休暇取得前）でも、出産日は産前

休暇を取得することができます。
（５）出産の日が予定日より後であった場合でも、予定日から出産の日までは産前休暇が継ぎ足さ

れます。

答 ○産前休暇 ７月 19 日（水）～ ９月 12日（火）

○産後休暇 ９月 13 日（水）～ 11 月 7日（火）

問 出産予定日が７月５日（水）であり、産前休暇を５月 11 日（木）から取得していたが、

出産日が早まり、６月 29日（木）になった。この場合、産後休暇はいつまで取得可能か。

職員の分べん休暇の数え方

問 出産予定日が９月 12 日（火）であるが、この場合の職員の分べん休暇の取得期間はどのよ

うになるか。

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12
13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30 31

8月
日 月 火 水 木 金 土

1 2
3 4 5 6 7 8 9
10 11 12 13 14 15 16
17 18 19 20 21 22 23
24 25 26 27 28 29 30

9月

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30 31

10月

日 月 火 水 木 金 土
16 17 18 19 20 21 22
23 24 25 26 27 28 29
30 31

7月

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

11月

5/11 6/29 8/24 8/30
８週間

８週間

８週間

継ぎ足し

予定日産前休暇開始

出産日

産後休暇終了
7/5
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１．制度内容
妊娠中又は出産後 1年以内の女性職員の深夜勤務及び正規の勤務時間以外の勤務を制限する制度

（労働基準法第 66 条）

２．請求方法
システムによる必要はありませんので、所属長に書面で申し出てください。

１．制度内容
妊娠中の女性職員の業務が、母体又は胎児の健康保持に影響があり、休息又は補食を必要とする

場合に職務専念義務を免除される制度

※母子保健法に規定する保健指導又は健康診査に基づく医師等の指導事項に基づいて行うもの

２．免除される期間
職務専念義務が免除される時間は、医師等から必要な時間についての指導があった場合はその時

間とし、時間についての指導がない場合は休息等のために必要な時間となります。

※休息等は、正規の勤務時間の途中に取るものです。

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→職務専念義務免除をするとき「職務専念義務免除

（様式第１号）」から手続きを行ってください。（この手続きは電子決裁ではありませんので、出力
された紙ベースで決裁を受けてください。）

職免の承認を受けた期間中に、実際に休息等を取ろうとする場合は、「管理簿」によって、その都

度、所属長の確認を受けてください。
※勤務実績管理システムが使用できない職員は、「職務専念義務免除承認願」に記載し、決裁を受

けてください。

４．ポイント
（１）所属長は職務専念義務の免除の承認をする場合においては、医師等の指示がない場合や、不明

確な場合で所属長が必要と認めたときは、当該職員を通じて医師等に指導事項を確認するよう
にしましょう。

（２）妊娠していることの確認は、医師の妊娠証明書又は母子保健法に定める母子健康手帳の提示

により行うこととし、休息等が必要であることの確認は、医師等からの指導事項に関する当該

職員の申出によるものとしてください。
（３）休暇等によって勤務しないことが承認されている場合には、その時間に連続して休息等を取

ることはできません。

（４）職務専念義務が免除された職員は、原則として学校内において休息等を取るようにしてくだ
さい。学校外において休息等を取ることや、補食に必要なものを学校外に買いに行くこと等は、

やむを得ない事情がある場合を除き、認められません。

（５）流産等により妊娠の事実が消滅した場合は、その旨を速やかに所属長に届け出るようにして
ください。

（６）給与や昇給等への影響はありません。

５ 時間外勤務及び深夜勤務の制限

６ 休息又は補食を必要とする場合の職務専念義務の免除

女性のみ取得可能

女性のみ取得可能
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１．制度内容
通常の勤務地の他に、自宅等を勤務公署とし勤務する制度

※実施回数に制限はありませんが、対象教職員及び実施期間に制限があります。

２．対象教職員
自宅等において実施することが可能な業務を行う場合で、所属長が学校運営に支障がないと

認める教職員

※条件付採用期間中の教職員・会計年度任用職員を除く

３．実施期間
（１）長期休業期間のうち所属長が適当と認める期間

（２）妊娠期間中のうち所属長が適当と認める期間
（３）小学校就学の始期に達するまでの子を養育する期間のうち所属長が適当と認める期間

（４）介護休暇の取得対象となる要介護者を介護する期間のうち所属長が適当と認める期間

４．取得時間
１日単位又は半日（４時間）単位
※業務の状況等に応じて実施することが適当と認められる場合は、半日未満でも実施可。

５．手当
住居等において正規の勤務時間の全部を勤務することを３月以上の期間について１月あたり平均

10日を超えて命令された職員には、月額 3,000 円の在宅勤務等手当が支給されます。

※通勤した回数に応じて通勤手当が調整される場合があります。

６．請求方法
請求する期間を明らかにして、原則として在宅勤務実施日の前日までに勤務実績管理システムに

より、所属長に申し出てください。

「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→「在宅勤務をするとき」→「在宅勤務（予定）」

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、「在宅勤務管理簿兼報告書（様式）」を実施日の
前日までに所属長に提出してください。

７．ポイント
【各種制度との併用】

※１ 通常の勤務公署での勤務に接続しない場合、往復時間の加算は取得できません。
※２ 通常の勤務公署での勤務に接続しない場合、妊婦の通勤緩和休暇は取得できません。

７ 在宅勤務

部
分
休
業

育
児
短
時
間
勤
務

育
児
休
暇

妊
産
婦
の

健
康
診
断
休
暇

妊
婦
の

通
勤
緩
和
休
暇

在宅勤務 ○ ○ △※１ ○ △※２

男性・女性ともに取得可能
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１. 県立高等学校に勤務する体育専科教員の妊娠時における時間軽減措置
県立高等学校における妊娠中の体育専科教員が産前休暇に入る６週間前より体育実技時間を

免除し、代替教員を配置する。
（１）体育専科教員とは本人の受持ち時間の 1/3 を実技として担当している者をいう。

（２）長期休業中の補充は原則として行わないが、実技指導を伴う場合には補充する。

→ 補充を希望する場合は、学校長は計画書を提出し、高等学校課長の決裁を受ける。

２. 県立特別支援学校における妊娠中の教員に対する児童・生徒の指導軽減措置
県立特別支援学校における妊娠中の教員が妊娠４か月までの間、担当する学級に介助のための

会計年度任用職員（介助）を配置する。

（１）妊娠４か月までの間、当該教員の申し出た期間とする。

（２）会計年度任用職員（介助）の服務等
・１日あたりの勤務時間は３時間とする。ただし、土曜日等半日の場合を除く。

・原則として、当該学級の児童・生徒の介助に当たる。

→学校長は、本人から書類の提出があった場合、これを特別支援教育課長あてに送付し、
事前協議のうえ会計年度任用職員（介助）の採用について具申を行う。

８ その他の制度

＜共済組合制度＞

共済組合制度

○産前産後休業掛金免除（変更）申出書

産前休暇取得時に必要な事項を記入し所属長の証明を受けたうえ、共済組合に提出してください。
【提出書類】

産前産後休業掛金等免除（変更）申出書（様式第１-７号）

【添付書類】
ａ 産前産後休暇を取得していること及びその期間を確認できる書類

ｂ 子の出産（予定）日を確認できる書類

ｃ 出産（予定）人数を確認できる書類（多胎のみ）

女性のみ取得可能

在宅勤務
通勤緩和

30 分

通常の勤務公署で勤務
通勤緩和

30 分 在宅勤務

育児休暇
30 分 通常の勤務公署で勤務在宅勤務

育児休暇
30 分 通常の勤務公署で勤務 在宅勤務

往復加算
15 分

育児休暇
30 分 通常の勤務公署で勤務在宅勤務

往復加算
15 分
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Ⅳ 出産したら・・・
○利用可能な制度

１．休暇内容
配偶者の出産に伴う入退院の付き添い等を行う職員が取得できる休暇

２．休暇期間
配偶者が出産のため入院する等の日から、出産の日以後２週間の期間内に３日（日又は時間単位）

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「配偶者の出産」

から手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく

ださい。

４．ポイント
（１）連続又は断続して取得することが可能です。（下表「休暇」は「配偶者の出産休暇」を指します。）

制 度 名 対 象 者

特別休暇

１ 配偶者の出産休暇
男性のみ利用可能

２ 男性職員の育児参加休暇

３ 妊産婦の健康診断休暇 女性のみ利用可能

４ 育児休暇

男性・女性ともに

利用可能

５ 短期介護休暇

６ 看護等休暇

時間外勤務の制限等

７ 時間外勤務の免除

８ 時間外勤務等の制限

９ 深夜勤務の制限

休業制度等

10 育児休業

11 育児短時間勤務

12 部分休業

13 在宅勤務

１ 配偶者の出産休暇

男性のみ取得可能

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6 7

出生日 休暇①
8 9 10 11 12 13 14

休暇② 休暇③

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6 7

出生日 休暇①
8 9 10 11 12 13 14

休暇② 休暇③
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（２）休暇の起点となる「病院に入院する等の日」とは、病院その他の医療施設又は自宅等において

出産の準備体制に入った日を指します。

１．休暇内容
妻の産前８週前から子が１歳に達する日までの期間中に、生まれてくる子又は小学校入学前の子

を養育する

男性職員が取得できる休暇

２．休暇期間
出産予定日の８週間前（小学校入学前の子がある場合のみ）から出産後１歳に達する日（誕生日の

前日）までの期間に５日（日又は時間単位）

※多胎妊娠の場合は、産前 14週（小学校入学前の子がある場合のみ）から１歳に達する日までの
期間に５日

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「男性職員の育児

参加」から手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく
ださい。

４．ポイント
（１）他に養育する者（祖父母等）がいる場合でも取得できます。

（２）育児・家事、帰省の際の同行等、子どもの養育に関わるあらゆる場面で使うことができます。

１．休暇内容
妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が、母子保健法第 10 条及び第 13 条に規定する保健指導又

は健康診査を受ける場合に取得できる休暇

詳細は P６をご覧ください。

２ 男性職員の育児参加休暇

３ 妊産婦の健康診断休暇 （再掲）

男性のみ取得可能

女性のみ取得可能

日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5 6 7

妻入院 出生日
8 9 10 11 12 13 14

妻退院

休暇① 休暇②

休暇③
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１．休暇内容
２歳に達しない子を養育する職員が、授乳や保育所への送迎その他の世話を行う場合に取得でき

る休暇
注：男性職員にあっては、配偶者がその子を育てる（世話する）ことができない場合に限ります。

２．休暇期間

（注）子の年齢（１歳６月未満又は１歳６月以上２歳未満）によって、取得

できる時間が異なりますので、必ず確認のうえ申請を行ってください。

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「育児休暇」から

手続きを行ってください。
※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく

ださい。

４．ポイント
（１）１週間又は１月単位で請求できます。

（２）勤務することを前提とした休暇であるため、結果として１日出勤しない（例えば年次有給休

暇を取得する。）場合には、取得することができません。
勤務実績管理システムにおいて、事前に育児休暇の登録をしている場合は、取下げの処理が

必要です。（取下げの処理が決裁となった後に、年次有給休暇等の登録をしてください。）

※第１号部分休業（１日につき、２時間を超えない範囲内の取得形態）と育児休暇を併用

する場合、部分休業の上限は、２時間から育児休暇（往復の加算を含む）を減じた時間
となります。

※往復の加算は、育児休暇と勤務に引き続いている必要があります。

４ 育児休暇

対象となる子 １歳６月未満 １歳６月～２歳未満

取得パターン
①45 分×２回
②30 分×１回＋60 分×１回

③90 分×１回

①30分×２回

②60分×１回

往復時間の加算
勤務時間の最初又は最後 or 休憩時間の前後の取得 15 分

勤務時間の途中の取得 30分

男性・女性ともに取得可能

勤務育児休暇
30 分

育児休暇
60 分

勤務育児休暇
90 分

往復の加算
30 分

育児休暇
90 分 年次有給休暇

勤務育児休暇
30 分

育児休暇
60 分

往復の加算
15 分

往復の加算
15 分

育児休暇
90 分年次有給休暇 勤務 年次有給休暇

勤務 往復の加算
15 分

育児休暇
30 分

往復の加算
15 分

育児休暇
30 分

部分休業
30 分
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【各種制度との併用】

※１ １日の勤務時間が４時間以下の場合は、１日１回（30分以内）となります。

※２ 第１号部分休業（１日につき、２時間を超えない範囲内の取得形態）と同日に育児休暇又は

介護時間を取得するとき、部分休業の範囲は２時間から当該育児休暇又は介護時間を減じた
時間の範囲内となります。（部分休業と育児休暇又は介護時間を合算して２時間の範囲内）

※３ 勤務時間の始めに部分休業（育児休暇）、勤務時間の終わりに通勤緩和など、両制度を引き

続いていない場合に認められます。

１．休暇内容
負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある者（要介護者）の介

護や通院等の付添いなどの世話を行う場合に取得できる休暇

２．休暇期間
年５日（要介護者が２人以上の場合は 10 日）（日又は時間単位）

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「短期介護休暇」
から手続きを行うとともに、「要介護者の状態等申出書」を所属長に提出してください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく

ださい。
○請求時のポイント

（１）休暇の取得日数は、勤務実績管理システムで管理できませんので、「短期介護休暇管理簿」

により整理してください。
（２）「要介護者の状態等申出書」には、職員が介護をする者について要介護者に該当すること

が分かるように記入するとともに、要介護者の介護をしなければならなくなった状況が明

らかになるように具体的に記入してください。
（３）所属長は、休暇の承認について、特にその事由を確認する必要があると認めるときは、

当該申請をした職員に対して医師の診断書又はその他の書面の提出を求めることができま

す。

４．ポイント
短期介護休暇を取得できる主な事項は、次のとおり。
・食事、排せつ、衣類着脱、入浴の介護、通院又は入院に係る付添い

・調理、洗濯、掃除、生活必需品の買い物、関係機関との連絡

育
児
短
時
間
勤
務

部
分
休
業

妊
産
婦
の

健
康
診
断
休
暇

妊
婦
の

通
勤
緩
和
休
暇

育児休暇 △※１ ○※２ ○ △※３

５ 短期介護休暇

男性・女性ともに取得可能
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１．休暇内容
（ア）小学３年生までの子（満９歳に達する日以後の最初の３月 31 日まで。

以下同じ。）が負傷又は疾病等により看護を必要とする場合、
又は子の入園（入学）式、卒園式、感染症に伴う学級閉鎖の場合に取得できる休暇

（イ）配偶者並びに二親等以内の血族及び姻族（小学３年生までの子を除く）が負傷又は疾病等のた

め職員が看護する必要がある場合、中学校就学前の子にあっては卒業式、感染症に伴う学級閉
鎖のときに取得できる休暇

（ウ）ア又はイの全ての取得可能な日数の承認を受けた後、中学校就学前までの子が負傷もしくは

疾病等により看護を必要とする場合又は感染症に伴う学級閉鎖により世話を必要とする場合、
入園（入学）式又は卒園（卒業）式への参加のため、勤務しないことが相当であるときに取得で

きる休暇

２．休暇期間
（ア）小学３年生までの子・・・年５日（２人以上の場合は 10 日）

（イ）配偶者及び二親等以内の血族及び姻族（小学３年生までの子を除く）・・・年５日

（ウ）（ア）又は（イ）の期間の全てを取得した後、中学校就学の始期に達するまでの子の看護等を
する場合はさらに２日の範囲内での取得が可能（それぞれ日又は時間単位）

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「特別休暇」→「看護等休暇」から

手続きを行ってください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、所定の「休暇承認願」に記載し、決裁を受けてく
ださい。

○請求時のポイント
休暇の付与日数は、勤務実績管理システムで管理できませんので、「看護等休暇管理簿」により

整理してください。

※暦年の最初の請求時点において、中学校就学の始期に達するまでの子がいない場合は省略可。
※暦年中に中学校就学の始期に達するまでの子が生じ、休暇を請求する場合は、取得済みの内

容も含めて記入すること。

※所属長は、「看護等休暇管理簿」で付与日数、残日数等を確認のうえ承認すること。

４．ポイント
（１）（ア）の区分については、疾病の予防を図るために、予防接種又は健康診断を

受けさせる場合を含みます。
（２）入園（入学）式、卒園（卒業）式の場合、他に世話をする家族がいても取得できます。

（３）（イ）および（ウ）の区分については、感染症に伴う学級閉鎖の場合、他に看護等可能な家族

がいる場合は取得できません。

（例）小学２年生の子が１人、小学５年生の子が１人と配偶者がいる場合は、小学２年生の子につい

て５日（ア）、小学５年生の子と配偶者について５日（イ）取得できる（計 10日）。（ア）又は
（イ）を取得した後、小学２年生の子、小学５年生の子については更に２日（ウ）取得できる

（合計 12 日）。

６ 看護等休暇

男性・女性ともに取得可能
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１．制度内容
小学校就学の始期に達するまでの子がいる職員が、子の養育のために、時間外勤務の免除を請求

できる制度
※請求した職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難な場合や災害など臨時の

業務は除きます。

２．請求方法
時間外勤務免除開始日の前日までに、「深夜勤務・時間外勤務制限請求書」を所属長に提出してく

ださい。

○請求時のポイント

（１）請求する期間は、１年又は１年に満たない月を単位としてください。

（２）所属長は、時間外勤務の免除に関する請求があった場合は、請求した職員の業務を処理
するための措置を講ずることが著しく困難かどうかについて、当該職員に対し速やかに文

書で通知してください。

（３）（２）の通知をした場合は、通知文書及び請求書の写しを人事主管課（小中学校課又は高

等学校課若しくは特別支援教育課）へ送付してください。

１．制度内容
小学校就学の始期に達するまでの子がいる職員が、子の養育のために、時間外勤務の制限（１月の

間に 24 時間まで、１年の間に 150時間まで）を請求することができる制度
※請求した職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難な場合や災害など臨時の

業務は除きます。

２．請求方法
時間外勤務制限開始日の前日までに、「深夜勤務・時間外勤務制限請求書」を所属長に提出してく

ださい。

○請求時のポイント

（１）請求する期間は、１年又は１年に満たない月を単位としてください。

（２）所属長は、時間外勤務の制限に関する請求があった場合は、請求した職員の業務を処理
するための措置を講ずることが著しく困難かどうかについて、当該職員に対し速やかに文

書で通知してください。

（３）（２）の通知をした場合は、通知文書及び請求書の写しを人事主管課（小中学校課又は高

等学校課若しくは特別支援教育課）へ送付してください。

１．制度内容
小学校就学の始期に達するまでの子がいる職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜

（午後 10 時から翌日の午前５時まで）において常態として当該子を養育することができる場合を除
く。）は、子を養育するために深夜勤務の制限を請求することができる制度

※公務の運営に支障がある場合を除きます。

７ 時間外勤務の免除

８ 時間外勤務の制限

９ 深夜勤務の制限

男性・女性ともに取得可能

男性・女性ともに取得可能

男性・女性ともに取得可能
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２．請求方法
深夜勤務制限開始日の１月前までに、「深夜勤務・時間外勤務制限請求書」を所属長に提出してく

ださい。

○請求時のポイント
（１）請求する期間は、６月以内の期間としてください。

（２）所属長は、深夜勤務の制限に関する請求があった場合は、公務の運営に支障があるかど

うかについて、当該職員に対し速やかに文書で通知してください。
（３）（２）の通知後において、公務の運営に支障が生じる日があることが明らかになった場合

は、当該日の前日までにその旨を職員に通知するようにしてください。

（４）所属長は、公務の運営の支障の有無の判断に当たっては、請求に係る時期における職員
の業務の内容、業務量、代替者の配置の難易等を総合して考えるようにしてください。

（５）（２）の通知をした場合は、通知文書及び請求書の写しを人事主管課（小中学校課又は高

等学校課若しくは特別支援教育課）へ送付してください。

１．制度内容
３歳未満（３歳に達する日（誕生日の前日）まで）の子を養育する職員が一定期間休業することを

認められる制度

※原則、２回まで取得可能。
※この２回に加え、男性職員は、「産後パパ育休」を２回まで取得可能。

※配偶者の就業や育休の取得等の状況に関わらず取得可能

産後パパ育休
原則２回までの育休とは別に、配偶者の出産後８週間の期間内（出産予定日前に子が出生した

場合は、出生の日から出産予定日後８週間の期間内）に、４週間を限度として２回まで育休を取
得できます。

これは、配偶者の退院後や里帰り出産から戻った時期など、特に配偶者への支援が

必要となる子の出生直後の時期の育休取得を柔軟化するものです。

２．給料等の取扱い
基準期間内（基準日（6/1 又は 12/1）以前６か月）に育児休業を取得した期間に応じて次のとお

りです。

※1 期間の計算は、応当日計算によることとし、１月未満の期間を合算する場合は 30 日をもって１月と取扱い

ます。

（１月の例） ・7/1～7/31 ・9/1～9/30 ・10/17～11/16

※2 承認期間の全部が１月以下のもの。ただし、①承認期間の全部が子の出生後８週間以内の育児休業と②そ

れ以外の育児休業は、合算しないものとします。①、②それぞれの期間で１月以下の場合。

10 育児休業

１回の育児休業に

かかる承認期間（※1）

期間率（支給割合）

給 料 期末手当 勤勉手当 その他諸手当

１月以下（※2）

支給なし

100／100 100／100

支給なし

１月超えて２月以下 80／100 80／100 or 70／100

２月超えて３月以下

60／100

60／100 or 50／100

３月超えて４月以下 40／100 or 30／100

４月超えて５月以下 20／100 or 15／100

５月超えて６月未満 10／100 or 5／100

全期間 支給なし 支給なし

男性・女性ともに取得可能
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３．昇給及び昇任の取扱い
（１）昇給

育児休業を取得し、年度内の全期間において勤務のない職員については、昇給区分は「判定

なし」となります。

育児休業を取得した期間については、復帰した日又は復帰後の最初の昇給日に、全て勤務し
たものとみなして号給の調整を行うこととしており、昇給に影響はありません。

（２）昇任

育児休業を取得していない職員と、原則として同様です。育児休業中であっても、その期間
中に昇任します。

ただし、昇任に当たっては、「職員の任用に関する規則」別表第３に掲げる期間（例：上級採

用の場合の主事２年、主査２年、主幹４年）は在職（実勤務）している必要があります。育児休
業や休職の期間は、在職（実勤務）期間から除かれます。

４．その他の制度の取扱い
（１）退職手当

育児休業を取得した期間は、次のとおり退職手当の算定の基礎となる勤続年数から除算され
ます。なお、除算の対象期間は、月の初日から月の末日までの全ての期間を含む月だけを基に

計算します。

・子が１歳に達した日の属する月まで・・・休業月数の 1／3を除算（終期H4.4.1 以後のもの）

・上記以外の期間・・・休業月数の 1／2を除算

（２）その他

１月間休業し、給与が支給されない場合、市民税・県民税が特別徴収（毎月徴収）から普通徴
収（本人が直接市町村へ四半期ごと又は一括納付）に変更されます。

なお、短期の休業の場合、復帰時に特別徴収に戻すこともできます。（詳細は、総務事務セン

ター給与担当へお問い合わせください。）

５．請求方法
育児休業を始めようとする日の１月前（男性職員が産後パパ育休をしようとする場合は、２週間

前）までに、所属長を経て人事主管課（小中学校課又は高等学校課若しくは特別支援教育課）へ提出
してください。

・育児休業承認（期間延長）請求書

・請求に係る子の氏名、続柄及び生年月日を証明する書類

※育児休業を終了し職務に復帰したら、所属長を経て人事主管課（小中学校課又は高等学校課若し

くは特別支援教育課）へ「育児休業終了届書」を提出してください。

６．ポイント
（１）育児休業期間の変更等（延長、短縮、再取得）について

①育児休業期間の延長
最初に承認された期間を延長することは、１回の育児休業につき原則１回に限り、事情を問

わず可能です。その際は、延長の期間の初日の１月前までに「育児休業承認（期間延長）請求

書」を提出してください。

なお、配偶者が負傷等のため入院したり、配偶者と別居した場合など、育児休業の終了時に
予測できなかった事実が生じたため、再度（２回目）の延長をしなければ、子の養育に著しい

支障を来たすといった特別な事情がある場合は、育児休業の期間を再度延長することができま

す。その場合は、「育児休業承認（期間延長）請求書」の特別の事情の欄に、再度の延長が必要
な事情を記入してください。

②育児休業期間の短縮

育児休業期間の短縮は可能です。その際は、「養育状況変更届」を遅滞なく提出してください。
③育児休業の再取得

育児休業の取得は２回まで、産後パパ育休は２回まで取得できます。

ただし、特別の事情がある場合は、上記回数に加えて再取得が可能です。
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（２）育児休業の取得パターン

【例１】
育児休業を２回取得できることに加え、産後パパ育休を２回取得することができることから、

出生時や退院時、妻が里帰り出産から戻った時、妻の職場復帰時等、特に男性職員が育児を担

う必要がある複数の時期において、取得ができます。

※例えば 10/１(土)に産まれた場合、11/26(土)までが産後８週間の期間となります。

【例２】

産後８週をまたいで育児休業を取得することもできますが、産後パパ育休は産後８週以内に
終了することが要件となっているため、通常の育児休業としてカウントされます。

※特別の事情がある場合を除く

【例３】
通常の育児休業は産後８週の前後に関わらず取得できるため、産後８週以内にも通常の育

児休業を取得することができます。

（３）夫婦ともに育児休業等（※）を取得することについて ※育児休業、育児短時間勤務、部分休業

配偶者の就業の有無や、育児休業等の取得の有無等の状況にかかわりなく、同時期に育児休

業、育児短時間勤務、部分休業を取得することができます。二人同時に取ることもできますし、

交替で取ることもできます。
【例１】

配偶者が育児休業等を取得又は就業している職員でも育児休業等を取得することができます。

【例２】

配偶者が専業主婦（夫）である職員も育児休業等を取得することができます。

育児休業等 就業

育児休業等就業

妻

育児休業等

専業主婦妻

夫

夫

産後パパ育休① 育児休業①産後パパ育休② 育児休業②

産後８週出生

２回まで取得可 ２回まで取得可
⇧ ⇧ ⇧ ⇧

出生時
退院時

里帰りから
戻るタイミング

妻の職場
復帰時

産後パパ育休① 育児休業① 育児休業② ⚠取得不可 ※

産後８週をまたぐ育児休業
⇧

産後８週出生

産後パパ育休① 育児休業①産後パパ育休② 育児休業②

産後８週出生
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育児休業支援について
R7.4 から一定の条件を満たすと、育児休業給付等の新設により実質手取りが育児休業取得前の

100％となります。詳細は P30-31 をご覧ください。

男性教職員の子育て参加について
「高知県教職員共働き・共育てサポートプラン」（令和７年度～令和 11年度）では、子どもが生

まれた男性教職員を対象に、令和 11年度末時点で、次の目標を設定しています。

○子どもが生まれた男性教職員の育児休業取得率

（参考）高知県職員共働き・共育てサポートプラン（令和７年度～令和11 年度）

【男性の育児休業取得率】令和11 年度末 １か月以上の取得率100％

○配偶者の出産休暇・男性職員の育児参加休暇
子どもの生まれたすべての男性職員があわせて５日以上の休暇を取得する

共育て支援プログラムについて
育休取得の有無にかかわらず、子育ての状況等を聞き取るとともに、休暇制度等の説明やバックアップ

体制の構築などの一連の取組により、子育て中の教職員がパートナーとともに共働き・共育てができる職場
環境づくりに取り組みましょう。

目標 R2 R3 R4 R5 R6

令和 11年度末

85％

3.8％

(５人/131 人)

10.7％

(６人/56 人)

20.5％

(９人/44 人)

33.3％

(14 人/42 人)

45.0％

(18 人/40 人)

目標 R2 R3 R4 R5 R6

100%
28.3%

(13 人/46 人)

33.9%

(19 人/56 人)

43.2%

(19 人/44 人)

47.6%

(20 人/42 人)

50.0%

(20 人/40 人)

【プログラムの流れ】

※取組の手引きや様式は、グループウェアのキャビネットに掲載しています。
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１．制度内容
小学校就学の始期に達するまで（満６歳に達する日以後の最初の３月 31 日まで）の子を養育する

職員が、次のいずれかの勤務の形態により、希望する日及び時間帯において勤務することができる
制度

※配偶者の就業等の状況に関わらず取得可能

２．勤務形態等

※変則勤務職員の場合は、１週間当たりの勤務時間が 19 時間 25分、19 時間 35 分、23 時間 15分

又は 24 時間 35 分となるような勤務形態となります。

３．給料等の取扱い
基準期間内（基準日（6/1 又は 12/1）以前６か月）に育児短時間勤務職員として在職した期間に

応じて次のとおり支給されます。

＜７時間 45分を週３日の勤務形態の場合＞

※管理職手当、初任給調整手当、地域手当、義務教育等教員特別手当、定時制通信教育手当、産業教

育手当及び特地勤務手当（特地勤務手当に準ずる手当を含む）は１週間の勤務時間数に応じて減

額して支給されます。
※通勤手当について、自動車等使用者についての支給額は、平均１か月当たりの通勤所要回数が 10

回未満になる場合には半額となります。

４．昇給及び昇任の取扱い
（１）昇給

育児短時間勤務をした期間は、昇給判定に影響はありません。
（２）昇任

育児短時間勤務をした期間は、昇任に影響はありません。

11 育児短時間勤務

勤務形態 週の勤務時間 週休日

第１号 ３時間 55分勤務を週５日 週 19 時間 35分 日・土

第２号 ４時間 55分勤務を週５日 週 24 時間 35分 日・土

第３号 ７時間 45分勤務を週３日 週 23 時間 15分 日・土、その他に２日

第４号
７時間 45分勤務を週２日と
３時間 55分勤務を週１日

週 19 時間 25分 日・土、その他に２日

育児短時間勤務職員
として在職した期間

期間率（支給割合）

給 料 期末手当 勤勉手当 その他諸手当

１月以下

１週間の勤務
時間数に応じ

て減額して支

給される

80／100

95／100

支給される

（※）

１月超えて２月以下 95／100 or 90／100

２月超えて３月以下 90／100 or 80／100

３月超えて４月以下 80／100 or 70／100

４月超えて５月以下 70／100

５月超えて６月未満
60／100 60／100

全期間

男性・女性ともに取得可能
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５．退職手当の取扱い
退職手当の算定の基礎となる勤続年数から、取得月数の 1／3が除算されます。

６．請求方法
育児短時間勤務開始日の１月前までに、所属長を経て人事主管課（小中学校課又は高等学校課

若しくは特別支援教育課）へ提出してください。

・育児短時間勤務承認（期間延長）請求書

・請求に係る子の氏名、続柄及び生年月日を証明する書類
・育児短時間勤務計画書（再度の請求をする予定がある場合のみ）

○請求時のポイント
請求する期間は、１月以上１年以下の期間としてください。

※育児短時間勤務を終了し通常の勤務に復帰したら、所属長を経て人事主管課（小中学校課又は
高等学校課若しくは特別支援教育課）へ「育児短時間勤務終了届出書」を提出してください。

７．ポイント
（１）育児短時間勤務期間の変更等（延長、短縮、再取得）について

①育児短時間勤務期間の延長

育児短時間勤務の延長は可能です。その際は、延長の期間の初日の１月前までに「育児短時
間勤務承認（期間延長）請求書」を提出してください。

育児短時間勤務は一度に請求できる期間の上限が１年であるため、毎年、「育児短時間勤務承

認（期間延長）請求書」の提出が必要です。
②育児短時間勤務期間の短縮

育児短時間勤務期間の短縮は可能です。その際は、「養育状況変更届」を遅滞なく提出してく

ださい。
③育児短時間勤務の再取得

育児短時間勤務の終了した日の翌日から起算して１年を経過した場合は、再度の育児短時間

勤務が可能です。
なお、直近の育児短時間勤務が終了した日の翌日以後１年を経過せずに、再度の育児短時間

勤務ができるのは、最初の育児短時間勤務の請求時に「育児短時間勤務承認（期間延長）請求

書」と同時に「育児短時間勤務計画書」を提出し、その育児短時間勤務の終了後３月以上が経
過した場合（１回限り）、又は特別の事情がある場合です。

（２）育児短時間勤務は、夫婦が同じ時間帯に取得することができます。
（３）育児短時間勤務の期間は、勤務実績管理システムの対象外となります。

・所属長は勤務実績管理システムにおいて、「対象外」の設定をしてください。

・休暇や時間外勤務等の手続きは、「休暇届承認願」、「時間外勤務命令簿」等の書面で行って

ください。

（４）休暇の取扱いは、次のとおりです。
・年次有給休暇・・・勤務形態の変更前後の勤務時間等に比例して付与

・夏期特別休暇、永年勤続休暇、結婚休暇・・・１週間当たりの勤務日数に比例して付与

・その他の休暇・・・通常の勤務形態の職員と同じ

育児短時間勤務 育児短時間勤務

３か月以上
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【各種制度との併用】

※１ １日の勤務時間が４時間以下の場合は１日１回（30 分以内）となります。

１．制度内容
小学校就学の始期に達するまで（満６歳に達する日以後の最初の３月 31 日まで）の子を

養育する職員が、１日の勤務時間のうち部分的に休業することを認められる制度
※配偶者の就業等の状況に関わらず取得可能

２．取得形態等

※請求時にどの形態で取得するか選択するため、両方を同時に取得することはできません。

※第１号、第２号部分休業ともに定められた範囲内であれば分割して取得することができます。

※配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したこと、その他請求時点では予測

することができなかった事実が生じたことにより取得形態を変更しなければ子の養育に著しい
支障が生じるときは、取得形態を変更することができます。

３．給料等の取扱い

４．昇給及び昇任の取扱い
（１）昇給

部分休業を取得した期間は、昇給判定に影響はありません。

（２）昇任

部分休業を取得した期間は、昇任に影響はありません。

５．退職手当の取扱い
部分休業の取得による影響はありません。

部
分
休
業

育
児
休
暇

妊
産
婦
の

健
康
診
断
休
暇

妊
婦
の

通
勤
緩
和
休
暇

育児短時間勤務 ✕ △※１ ○ ○

12 部分休業

取得形態 取得単位

第１号 １日につき、２時間を超えない範囲内 30分単位

第２号 １年につき、10日相当（77時間 30分）の範囲内

１時間単位

残時間数に１時間未満の端数がある

場合、その残時間数の全てを取得可

期間率（支給割合）

給 料 期末手当 勤勉手当 その他諸手当

休業した時間数に
応じて減額して

支給される

全額支給される

基準日（6/1 又は 12/1）以前

６か月以内に、日に換算して

30 日に達するまでの期間は勤
務期間から除算されない

支給される

男性・女性ともに取得可能
R7.10.1 改正
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６．請求方法
請求する期間を明らかにして、原則として部分休業開始日の１週間前までに、部分休業承認請求

書（手書き）に請求に係る子の氏名、続柄及び生年月日を証明する書類を添え、勤務実績管理システ

ム使用職員においてはシステムに入力し出力される部分休業登録確認書を添付し、所属長に申し出

てください。所属長の承認後、「部分休業承認請求書の写し」を人事主管課（小中学校課又は高等学
校課若しくは特別支援教育課）に送付してください。

○請求時のポイント
請求する期間は、年度末までの期間（年度単位での請求）となります。

７．ポイント
（１）第１号部分休業（１日につき、２時間を超えない範囲内の取得形態）と同日に育児休暇又は介

護時間を取得するとき、部分休業の範囲は２時間から当該育児休暇又は介護時間を減じた時間

の範囲内となります。（部分休業と育児休暇又は介護時間を合算して２時間の範囲内）

（２）第２号部分休業（１年につき、10日相当（77 時間 30 分）の範囲内の取得形態）には、育児

休暇又は介護時間の併用に制限はありません。

（３）第１号、第２号部分休業ともに年次有給休暇や他の特別休暇と併用できます。

【各種制度との併用】

※１ 第１号部分休業（１日につき、２時間を超えない範囲内の取得形態）と同日に育児休暇又

は介護時間を取得するとき、部分休業の範囲は２時間から当該育児休暇又は介護時間を減じ
た時間の範囲内となります。（部分休業と育児休暇又は介護時間を合算して２時間の範囲内）

※２ 妊婦の通勤緩和休暇の直前又は直後に接続して取得することはできません。

１．制度内容
通常の勤務地の他に、自宅等を勤務公署とし勤務する制度
※実施回数に制限はありませんが、対象教職員及び実施期間に制限があります。

詳細は P13 をご覧ください。

育
児
短
時
間
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務
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児
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暇
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暇

妊
婦
の

通
勤
緩
和
休
暇

部分休業 ✕ ○※１ ○ △※２

13 在宅勤務 （再掲）

男性・女性ともに取得可能

第１号部分休業
１時間 勤務育児休暇

30 分 勤務 育児休暇
30 分

往復加算
15 分

往復加算
15 分

第２号部分休業
３時間 勤務育児休暇

30 分 勤務 育児休暇
30 分

往復加算
15 分

往復加算
15 分

第１号部分休業
２時間勤務通勤緩和

１時間
年次有給休暇

１時間

第１号部分休業
30 分 勤務育児休暇

30 分 勤務 育児休暇
30 分

往復加算
15 分

往復加算
15 分
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＜共済組合・互助会制度＞

共済組合制度

○産前産後休業掛金免除（変更）申出書
産前休暇取得時に必要な事項を記入し、所属長の証明を受けたうえ、共済組合に提出してください。

【提出書類】

産前産後休業掛金等免除（変更）申出書（様式第１-７号）
【添付書類】

ａ 産前産後休暇を取得していること及びその期間を確認できる書類

ｂ 子の出産（予定）日を確認できる書類
ｃ 出産（予定）人数を確認できる書類（多胎のみ）

○産前産後休業終了時改定
産前産後休業を終了（育児休業等を取得しない場合に限る。）した組合員が申出を行った場合には、その産

前産後休業終了日の翌日が属する月以後３箇月に受けた報酬の平均額により標準報酬等級表に当てはめた等

級と従前の等級に等級差がある場合に標準報酬を改定します。（復職後、部分休業・育児短時間勤務を利用し
た場合の報酬と標準報酬（掛金算定基礎額）との隔たりを解消することを目的としております。それ以外の

場合、標準報酬を上げる場合があるためご注意ください。）

【提出書類】
標準報酬産前産後休業終了時改定申出書（様式第 1-1 号 ）

【添付書類】

産前産後休業の終了を確認できる書類
※ 産前産後掛金免除申出書などで既に共済組合へ提出している場合は省略できます。

【提出時期】

産前産後休業終了後

○出産費・出産費附加金 及び 家族出産費・家族出産費附加金

組合員または組合員の被扶養者が出産したときに支給されます。

※ 2児以上出産したときは出産児の数に応じて支給されます。
【支給額】

・出産費・家族出産費…500,000 円（産科医療補償制度対象外分娩の場合は 488,000 円）

・出産費附加金・家族出産費附加金…50,000 円
【提出書類】

◆直接支払制度を利用した場合

ア 出産費・家族出産費内払金支払依頼書（様式第 3-3 号）
イ 医療機関等から交付される出産費用の内訳を記した明細書の写し

ウ 医療機関等から交付される代理契約に関する文書（合意文書）の写し

◆直接支払制度を利用しない場合
ア 出産費・家族出産費附加金請求書（様式第 3-2 号）

イ 医師または助産師の証明書（様式第 3-2 号の証明欄に証明がある場合は不要）

ウ 医療機関等から交付される出産費用の領収証の写し
エ 医療機関等から交付される代理契約に関する文書（合意文書）の写し

オ 産科医療補償制度の適用を受けている場合はそのことが確認できる書類

○被扶養者認定申告書

被扶養者の要件等について詳しくは、公立学校共済組合高知支部ホームページをご覧ください。

【提出書類】
・被扶養者認定（種別切替）取消申告書、その他（福祉事務の手引でご確認ください。）
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共済組合制度

○保育用品配付

出産費又は家族出産費が支給される組合員に対して、本人の請求に基づき共済組合の保健福祉事業として

保育用品セットの中から組合員が選択した１つを配付します。
保育用品セットはパンフレット又は共済組合ホームページをご覧ください。

【請求手続】

・保育用品請求書（様式第 7-3 号）

※出産費又は家族出産費請求と同時に請求を行う場合は、以下の添付書類は不要です。
出生証明書の写し、戸籍謄本又は戸籍抄本の写し、母子手帳の写し、住民票の写し、医療機関等から交

付される出産費用の内訳を記した明細書の写し、医療機関等から交付される出産費用の領収証の写しの

いずれか
※請求から 1～2ヶ月程度で請求書に記載いただいた送付先へ配達されます。

【請求期間】

毎年 4月 11 日から翌年 3月 19日
※３月 20日から 4月 10日までの期間は、配付用品のセット内容の更新時期になるため、請求はご遠慮く

ださい。

○育児休業手当金（詳しくは福祉事務の手引でご確認ください。）

組合員が地方公務員の育児休業等に関する法律等により育児休業を取得した場合に育児休業手当金が支給

されます。
注：組合員とその配偶者がともに育児休業を取得する場合は、手当金の受給期間が延長される場合があり

ます。詳細は公立学校共済組合へお問い合わせください。

①支給期間
育児休業を開始した日から、育児休業に係る子が 1歳に達する日までの期間

【手当金の額】

育児休業開始～180 日目まで
標準報酬月額×1/22＝標準報酬日額（10 円未満四捨五入）

標準報酬日額×67/100＝育児休業手当金給付日額（円未満切り捨て）

●181 日目～子が１歳（支給期間延長の場合：1歳 6ヶ月又は 2歳）に達するまで
標準報酬月額×1/22＝標準報酬日額（10 円未満四捨五入）

標準報酬日額×50/100＝育児休業手当金給付日額（円未満切り捨て）

【提出書類】
●初回請求時

・育児休業手当金（変更）請求書（様式第３-13 号）

・育児休業に関する証明書（様式第３-15 号）
●２回目以降請求時

・育児休業に関する証明書（様式第３-15 号）
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共済組合制度

○育児休業支援手当金

①及び②のいずれにも該当する場合、「育児休業手当金」に上乗せして最大 28日間（土日を除く勤務日）

「育児休業支援手当金」が支給されます。
①組合員が子の出生後一定期間内（男性：子の出生後 8週間以内、女性：産後休業後 8週間以内）に育児休

業を 14 日以上取得したとき

②当該組合員の配偶者が出生後一定期間内（男性：子の出生後 8週間以内、女性：産後休業後 8週間以内）

に育児休業を 14日以上（土日を含む）取得したとき
※配偶者がない者や配偶者が自営業者の場合等、例外条件があります。

詳細は共済組合へお問い合わせください。

【手当金の額】
標準報酬日額（標準報酬月額×1/22）×13/100（上限あり）

【提出書類】
・育児休業支援手当金請求書（様式第３-50号）

○育児時短勤務手当金
２歳に満たない子を養育するために育児時短勤務（部分休業含む）をした場合、報酬の最大 10％に相当す

る額が支給されます。

【手当金の額】
支給対象月に支払われた報酬の額が、育児時短勤務を開始した月の標準報酬月額の 90％未満の場合→10％

※支給対象月に支払われた報酬の額が、育児時短勤務を開始した月の標準報酬月額の 90％以上 100％の場

合は、育児時短勤務を開始する前の報酬を超えないように、給付率が調整されます。
【提出書類】

・育児時短勤務手当金請求書

○育児休業掛金免除

≪月例分≫

○育児休業等を開始した日と終了する日の翌日の属する月が異なる場合は、「育児休業等を開始した日の属す
る月」から「育児休業等が終了する日の翌日の属する月の前月」までの期間の掛金等が免除になります。

○育児休業の開始日及び終了日の翌日が同月内にある場合は２週間以上の育児休業等を取得している場合に

当該月の掛金・保険料を免除します。
≪期末手当等分≫

〇期末手当等に係る掛金・保険料については、支給月の月末時点で育児休業等を取得しており、かつ、その育

児休業等期間が１月を超える場合に限り、免除の対象とします。
【提出書類】

育児休業等掛金等免除（変更）申出書（様式第 1-8 号）

【添付書類】
育児休業等の承認を受けたことを確認できる書類（辞令書など）

【提出時期】

育児休業等の承認を受けた日以降

掛金免除

掛金免除育児休業支援手当金

掛金免除

育児休業手当金
育児休業手当金

育児休業
手当金

100

  67

 50

 80

 28日  180日  １歳育児休業開始

(単位：％)

手
　 

取 

　
り

（最長２歳）
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共済組合制度

○育児休業等終了時改定

育児休業等を終了した組合員が申出を行った場合には、その育児休業等終了日の翌日が属する月以後３箇

月に受けた報酬の平均額により標準報酬等級表に当てはめた等級と従前の等級に等級差がある場合に標準報
酬を改定します。（復職後、部分休業・育児短時間勤務を利用した場合の報酬と標準報酬（掛金算定基礎額）

との隔たりを解消することを目的としております。それ以外の場合、標準報酬を上げる場合があるためご注

意ください。）
なお、この改定は３歳未満の子を養育する組合員に限ることとなるため、当該子が３歳となる誕生日の前

日まで育児休業等を取得している場合は対象とはなりません。

また、育児休業等終了後、勤務に復帰した場合が対象となりますので、育児休業等に引き続き産前産後休
業を開始している場合も対象とはなりません。

【提出書類】

標準報酬育児休業等終了時改定申出書（様式第 1-2 号）
【添付書類】

育児休業等の終了を確認できる書類（辞令書の写し）

※育児休業手当金の請求などで既に共済組合へ提出している場合は省略できます。
【提出時期】

育児休業等終了後

○養育特例申出書

養育特例を申し出するとき

※「養育特例」は、3歳未満の子どもを養育する組合員が、子どもの
養育開始によって収入が減った場合に、年金計算において従来の収入額を

適用する制度です。

【提出書類】
・３歳未満の子を養育する旨の申出書

【添付書類】

・子の戸籍謄（抄）本
・世帯全員の住民票

※子の個人番号（マイナンバー）を記入することにより原則省略することができます。

互助会制度

○出産祝金

会員又は会員の配偶者が出産したとき

【提出書類】
・出産祝金請求書

※被扶養者でない配偶者が出産した場合は、出産児の戸籍（写し可）を添付してください。

○互助会の掛金免除（育児休業期間中）

育児休業の初日の属する月からその育児休業が終了する日の翌日の属する月の前月までの期間

【提出書類】
・育児休業掛金免除（変更）申出書

申請を忘れずに

やっておこう！





第 ２ 章

介 護 編
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利用可能な制度

１．休暇内容
職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障

がある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇（無給）

２．休暇期間
要介護者の介護のため、介護を必要とする一の継続する状態ごとに

３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において必要と認められる期間（日又は時間単位）

※時間単位での取得は、１日につき４時間の範囲内

３．請求方法
「勤務実績管理システム」→「手続き選択」→休暇をとるとき「介護休暇（長期）」から手続きを

行うとともに、「休暇簿（介護休暇用）」及び医師の診断書（負傷、疾病の場合に限る。）を所属長に

提出してください。

※勤務実績管理システムが使用できない職員は、「休暇簿（介護休暇用）」に記載し、決裁を受けて
ください。

○請求時のポイント
（１）初めて介護休暇を請求するときは、２週間以上の期間（介護休暇を取得しようとする日

又は時間の積み上げではなく、要介護者の一の継続する状態としての期間）を一括で請求

するようにしてください。
（２）休暇の取得日数は、勤務実績管理システムで管理できませんので、「休暇簿（介護休暇用）」

により整理してください。

（３）所属長は介護休暇を承認した場合は、速やかに休暇簿の写しを人事主管課（小中学校課
又は高等学校課若しくは特別支援教育課）へ送付してください。

（４）勤務実績管理システムを使用している職員は、勤務実績管理システムに介護休暇の実績

を登録してください。
※実績の登録により給料が減額されます。職員本人が登録できない場合は、代理権限を

付与されている職員が登録してください。

制 度 名

介護休暇 １ 介護休暇

介護時間 ２ 介護時間

特別休暇
３ 短期介護休暇

４ 看護等休暇

時間外勤務の制限等

５ 時間外勤務の免除

６ 時間外勤務の制限

７ 深夜勤務の制限

休業制度
8 高齢者部分休業

９ 在宅勤務

１ 介護休暇

男性・女性ともに取得可能
R7.10.1 改正
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【各種制度との併用】

※１ 同一の要介護者の介護をする場合は、介護休暇を取得することになります。別の要介護

者を介護する場合は、合わせて４時間までとなります。

※２ 時間単位で介護休暇を取得する場合には、短期介護休暇を併用することが可能です。
※３ 勤務時間の始めに介護休暇（介護時間）、勤務の終わりに高齢者部分休業など、両制度を

引き続いていない場合に認められます。

４．時間単位の取得イメージ
【例１】
始業の時刻から１時間と終業の時刻まで３時間の合計４時間を取得しようとする場合

【例２】
始業の時刻から５時間を取得しようとする場合

→ 取得時間が４時間を超えているため取得できない

【例３】

勤務の合間に３時間を取得しようとする場合

５．給料等の取扱い

６．昇給及び昇任の取扱い
（１）昇給

介護休暇を取得した期間は、昇給判定に影響はありません。

（２）昇任

介護休暇を取得した期間は、昇任に影響はありません。

介護時間 短期介護休暇 高齢者部分休業

介護休暇 △※１ △※２ △※３

期間率（支給割合）

給 料 期末手当 勤勉手当 その他諸手当

休暇を取得した時間数

に応じて減額して支給
される

全額支給される

基準日（6/1 又は 12/1）以前
６か月以内に、日に換算して

30 日に達するまでの期間は勤

務期間から除算されない

支給される

介護休暇
１時間 勤務 介護休暇

３時間

介護休暇
５時間 勤務

勤務
8：30～13：30

介護休暇
13：30～16：30

勤務
16：30～17：15
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７．Ｑ＆Ａ

Ａ１ 介護休暇は、指定期間の初日から末日までの期間内において、連続して、あるいは断続的

に取得することもできますし、１日単位で取得することも、時間単位（１日につき４時間の範

囲内）で取得することもできます。

Ａ２ 指定期間の時期に特段の期限（各期間の間隔の上限）は設けていません。介護を必要とす
る状態が継続している限り、数年後であっても指定は可能です。各所属にあっては、職員か

ら指定期間の指定の申出があった際には、過去において指定期間の指定を受けていないかど

うかを確認するようにしてください。
なお、指定期間の申出は、指定期間が必要となるたびに行えばよく、最初の指定期間を申

し出る時点であらかじめ３回分の指定期間を決める必要はありません。

Ａ３ 取得できます。

１．休暇内容
要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の「一部」を勤務しないことが相当であると認められ

る場合の休暇（無給）

２．休暇期間
要介護者の各々が介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

連続する３年の期間内において、１日につき２時間を超えない範囲内で

必要と認められる時間（30分単位）

３．請求方法
勤務実績管理システム対象外ですので、あらかじめ「休暇簿（介護時間用）」に記入して所属長に

請求してください。

○請求時のポイント

（１）請求する際は、できる限り多くの期間について一括で請求するようにしてください。
（２）所属長は介護時間を承認した場合は、速やかに休暇簿の写しを人事主管課（小中学校課

又は高等学校課若しくは特別支援教育課）へ送付してください。

２ 介護時間

Ｑ１ 介護休暇は、指定期間の初日から末日まで連続して取得しなければならないのか。

Ｑ２ ２回目以降の指定期間の時期に期限はあるのか。数年後であっても、２回目、３回目の指
定は可能か。

Ｑ３ 時間単位の介護休暇に引き続いて、年次有給休暇や特別休暇を取得できるのか。

男性・女性ともに取得可能

R7.10.1 改正
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４．ポイント
（１）同一の要介護者について、同じ指定期間内に介護休暇と介護時間を併用して取得することは

できません。

（２）別の要介護者について、同じ指定期間にそれぞれ介護休暇と介護時間を取得することはでき

ますが、時間単位の介護休暇と介護時間を同一の日に取得する際には、両者の時間を合わせて
４時間までとなります。

（３）介護時間と第１号部分休業又は育児休暇を併用する場合は、合計して２時間以内での取得と
なります。

【各種制度との併用】

※１ 同一の要介護者の介護をする場合は、介護休暇を取得することになります。別の要介護

者を介護する場合は、合わせて４時間までとなります。

※２ 勤務時間の始めに介護休暇（介護時間）、勤務の終わりに高齢者部分休業など、両制度を
引き続いていない場合に認められます。

５．給料等の取扱い

介護休暇 短期介護休暇 高齢者部分休業

介護時間 △※１ ○ △※２

期間率（支給割合）

給 料 期末手当 勤勉手当 その他諸手当

休暇を取得した時間数

に応じて減額して支給
される

全額支給される

基準日（6/1 又は 12/1）以前
６か月以内に、日に換算して

30 日に達するまでの期間は勤

務期間から除算されない

支給される

A に対する介護休暇

B に対する介護時間

要介護者 A

要介護者 B

要介護者
介護休暇

介護時間

第１号部分休業
１時間勤務介護時間

１時間勤務

A に対する介護休暇
３時間

B に対する介護時間
１時間勤務
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６．昇給及び昇任の取扱い
（１）昇給

介護時間を取得した期間は、昇給判定に影響はありません。
（２）昇任

介護時間を取得した期間は、昇任に影響はありません。

７．Ｑ＆Ａ

Ａ１ 要介護者の各々が介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間内（１

回の連続する３年の期間内）で取得できます。

Ａ２ １日につき２時間の範囲内で、要介護者を介護するため 30 分単位で取得することができ

ます。

そのため、子の養育のための育児休暇又は第１号部分休業が認められている場合は、育児
休暇又は第１号部分休業と介護時間を合わせて１日２時間以内で取得することとなります。

Ａ３ 取得できます。

Ａ１ 家族等が傷病等により家庭において療養中で正常なる日常生活が営めない状態にあり、その
ような者の食事、入浴、着替え、排せつ等の身の回りの世話やリハビリのための介助といったい

わゆる直接的介護が介護休暇・介護時間の対象となります。

また、これらに付随する行為、すなわち入院のための手続等や介護に必要となる日用品の購
入等といったいわゆる間接的介護についても、直接的介護を行いつつするものであれば認めら

れます。

介護時間は、勤務実績管理システムに対応していないため、「休暇簿（介護時間用）」
で管理します。

また、介護時間は、無給休暇であることから、取得した時間数に応じて、給与を減額

する必要がありますので、「休暇簿」を確実に教職員・福利課（給与担当）まで送付してく
ださい。（給与減額の処理は、教職員・福利課を経由し、総務事務センターにて行います。）

Ｑ１ 介護時間はどのくらいの期間取得できるのか。

Ｑ２ 介護時間を取得するうえでの注意点はあるか。

Ｑ３ 介護時間に引き続いて、年次有給休暇や特別休暇を取得できるのか。

＜介護休暇・介護時間 共通Ｑ＆Ａ＞

Ｑ１ 介護休暇・介護時間にいう「介護」とは、どのようなものを指すのか。
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Ａ２ 介護休暇・介護時間は、介護を必要とする家族がいる場合であっても、既にその者の介護に従

事している者がいるときは、認められません。いわゆる過剰介護となるような場合にまでは認
められず、職員が主として介護に従事する必要性がある場合に限り認められます。

Ａ３ 同一の要介護者について、介護休暇と介護時間の併用はできませんが、２人以上の要介護者
について、それぞれ介護休暇と介護時間を取得することはできます。この場合において、時間単

位の介護休暇と介護時間を同一の日に取得する際には、両者の時間を合わせて４時間までしか

取得できません。

Ａ４ 介護休暇・介護時間は、２週間以上の長期にわたって日常生活が営めない状態にある者を介

護するための休暇ですので、ごく短期間に治る病気の看護までは対象としていません。したが
って、風邪等の場合は通常では介護休暇・介護時間を取得することはできませんが、症状が重症

であって相当長期間の介護が必要な場合には介護休暇・介護時間を取得できます。

Ａ５ 介護休暇・介護時間は、日常生活を営むのに支障がある要介護者を介護することが相当であ

ると認められる場合に取得できるものであり、その形態には様々なものが考えられます。複数

の者が交替で介護する場合もあり得ることですので、職員が実際に介護する日あるいは時間に
ついて取得することができます。

Ａ６ 介護休暇・介護時間は、一定期間（２週間）以上にわたり日常生活を営むのに支障がある者の

介護を行う場合に、介護を必要とする一の継続する状態（一の要介護状態）ごとに取得できるも
のです。病気ごとに１回ということではなく、設問のように同一の者について、複数の病気によ

り要介護状態が継続しているのであれば（一の要介護状態にあれば）、その間において、介護休

暇については通算６月まで、介護時間については連続する３年の期間内で、両制度を併用しな
い（指定期間が重複しない）形で、取得できます。

休暇内容
負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある者（要介護者）の介

護や通院等の付添いなどの世話を行う場合に取得できる休暇

詳細は P18 をご覧ください。

３ 短期介護休暇 （再掲）

Ｑ２ 他に介護を行う者がいる場合は、どうなるのか。

Ｑ３ 「介護休暇」と「介護時間」を併用することは可能か。

Ｑ４ 子どもの風邪等の看病をするために、介護休暇・介護時間を取得できるのか。

Ｑ５ 母親の介護を兄弟姉妹が交替で行う場合も介護休暇・介護時間を取得できるのか。

Ｑ６ 母親が複数の病気を患って介護が必要な状態になっているが、それぞれの病気ごとに１回
の介護休暇・介護時間を取得できるのか。

男性・女性ともに取得可能
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【各種制度との併用】

※１ 時間単位で介護休暇を取得する場合には、短期介護休暇を併用することが可能です。

休暇内容
負傷、疾病等による看護が必要な場合に取得できる休暇

詳細は P19 をご覧ください。

制度内容
介護を行う必要のある職員が、時間外勤務の免除を請求できる制度

※請求した職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難な場合や災害など臨時の
業務は除きます。

詳細は P20 をご覧ください。

制度内容
介護を行う必要のある職員が、時間外勤務の制限（１月の間に 24 時間まで、１年の間に 150 時

間まで）を請求することができる制度
※請求した職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難な場合や災害など臨時の

業務は除きます。

詳細は P20 をご覧ください。

制度内容
介護を行う必要のある職員が、深夜（午後 10 時から翌日の午前５時まで）勤務の制限を請求する

ことができる制度
※公務の運営に支障がある場合を除きます。

詳細は P20 をご覧ください。

介護休暇 介護時間 高齢者部分休業

短期介護休暇 △※１ ○ ○

４ 看護等休暇 （再掲）

５ 時間外勤務の免除 （再掲）

６ 時間外勤務の制限 （再掲）

７ 深夜勤務の制限 （再掲）

男性・女性ともに取得可能

男性・女性ともに取得可能

男性・女性ともに取得可能

男性・女性ともに取得可能
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１．制度内容
定年退職前の一定期間内（対象年齢に達した日後における最初の４月１日以後の日で

職員が申請した日から定年退職日まで）に加齢による諸事情への対応などのために
休業することを認められる制度（無給）

※家族の介護のための取得が可能

２．休業時間
職員の１週間あたりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で、５分単位（１日単位も可）

※１日の一部分を休業する場合においては、公務能率の低下を招かないよう、原則として以下の
いずれかによってください。

（１）始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した勤務時間の２分の１を超えない範

囲内で取得
（２）始業の時刻から連続して休憩時間まで、又は休憩時間から終業の時刻まで連続して半日

単位（いずれも１日の勤務時間の２分の１日に相当する時間以内）で取得

【各種制度との併用】

※１ 勤務時間の始めに介護休暇（介護時間）、勤務の終わりに高齢者部分休業など、両制度

が引き続いていない場合に認められます。

３．給料等の取扱い

４．退職手当の取扱い
取得期間の２分の１に相当する期間を在職期間から除算

５．請求方法
高齢者部分休業開始日の１月前までに、「高齢者部分休業承認申請書」を所属長を経て人事主管課

（小中学校課又は高等学校課若しくは特別支援教育課）へ提出してください。

８ 高齢者部分休業

介護休暇 介護時間 短期介護休暇 在宅勤務

高齢者部分休業 △※１ △※１ ○ ○

期間率（支給割合）

給 料 期末手当 勤勉手当 その他諸手当

休業した時間数に応じ

て減額して支給される

基準日（6/1 又は 12/1）

以前６か月以内に勤務しな

かった期間の２分の１に相
当する期間を在職期間から

除算する

基準日（6/1又は12/1）
以前６か月以内に勤務

しなかった期間を勤務

期間から除算する

支給される

定年の５年前から取得可能
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６．時間単位の取得イメージ
【例１】
始業の時刻から１時間と終業の時刻まで２時間の合計３時間を取得しようとする場合

【例２】

始業の時刻から４時間を取得しようとする場合

→ 取得時間が勤務時間の２分の１を超えているため取得できない
【例３】

休憩時間から終業時刻まで連続して取得しようとする場合（半日単位）

【例４】
勤務の合間に１時間（始業時刻と終業時刻に連続していない場合）を取得しようとする場合

→ 始業時刻から連続し、又は終業時刻まで連続していないため取得できない

７．ポイント
（１）高齢者部分休業を行わなかった日については、取下げが必要です。（例：１日年次有給休暇で

休む場合等）

（２）「高齢者部分休業から年休等へ」又は「年休等から高齢者部分休業へ」といったように、高齢

者部分休業の前後に年次有給休暇等を取得することはできません。

勤務
8：30～12：00

高齢者部分休業
13：00～17：15休憩時間

勤務
8：30～14：30

高齢者部分休業
14：30～15：30

勤務
15：30～17：15

【対象年齢・取得期間】
「条例で定める年齢（※）」に達した日の属する年度の翌年度の４月１日以後の日で、職員が申請
した日から、定年退職日まで部分休業を取得することができます。
※定年から５年を減じた年齢

高齢者部分休業
１時間 勤務 高齢者部分休業

２時間

高齢者部分休業
１時間 勤務年次有給休暇

２時間

高齢者部分休業
４時間 勤務
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１．制度内容
通常の勤務地の他に、自宅等を勤務公署とし勤務する制度

※実施回数に制限はありませんが、対象教職員及び実施期間に制限があります。

詳細は P13 をご覧ください。

【各種制度との併用】

９ 在宅勤務 （再掲）

介護休暇 介護時間 短期介護休暇 高齢者部分休業

在宅勤務 ○ ○ ○ ○

共済組合制度

○介護休業手当金
組合員が法定上の要介護者についての介護休業により、給料の全部又は一部が支給されないとき、

介護休業手当金が支給されます。

１．支給要件

介護を必要とする一つの継続する状態について初めて介護休業の承認を受けるとき。

２．支給期間

要介護者の各々が介護を必要とする一つの継続する状態ごとに、介護休業の開始の日から

起算して 66 日を越えない範囲

３．支給額

標準報酬月額×1/22＝標準報酬日額（10 円未満四捨五入）
標準報酬日額×40/100（※１）＝介護休業手当金給付日額（円未満切り捨て）（※２）

※１ 平成 28 年 8月 1日以降に支給が開始された場合に限り、当分の間支給率が

「67/100」となります。
※２ 給付日額については上限相当額が定められています。

４．支給対象日
週休日を除き支給されます。

なお、給料の減額対象とならない祝日等は、支給される報酬の日額が介護休業手当金の給付日

額を超えているため支給されません。

５．提出書類

ア 介護休業手当金（変更）請求書（様式第 3-18 号）
イ 請求期間の出勤簿の写し

ウ 報酬支払額証明書（様式第 3-28 号） ※請求毎に必ず提出してください。

６．要介護者の範囲

ア 育児介護休業法第 61 条第 6項において準用する同条第 3項に規定する者

・配偶者 ・父母 ・子 ・孫 ・兄弟姉妹 ・配偶者の父母 ・祖父母
イ 主務省令（施行規程第 115 条の 3第 1項）で定める者（組合員と同居が条件）

・父母の配偶者 ・配偶者の父母の配偶者 ・子の配偶者 ・配偶者の子

＜共済組合・互助会制度＞

男性・女性ともに取得可能
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【育児に関する制度】

※１ １日の勤務時間によっては１日１回（30分以内）となる場合があります。
※２ 第１号部分休業（１日につき、２時間を超えない範囲内の取得形態）と同日に育児休暇又は介護

時間を取得するとき、部分休業の範囲は２時間から当該育児休暇又は介護時間を減じた時間の範

囲内となります。
※３ 勤務時間の始めに部分休業（育児休暇）、勤務時間の終わりに妊婦の通勤緩和休暇など、両制度

を引き続いていない場合に認められます。

※４ 妊婦の通勤緩和休暇の直前又は直後に接続して取得することはできません。

【介護に関する制度】

※１ 同一の要介護者の介護をする場合は、介護休暇を取得することになります。別の要介護者を介

護する場合は、合わせて４時間までとなります。

※２ 時間単位で介護休暇を取得する場合には、短期介護休暇を併用することが可能です。
※３ 勤務時間の始めに介護休暇（介護時間）、勤務の終わりに高齢者部分休業など、両制度を引き続

いていない場合に認められます。

育
児

短
時
間
勤
務

部
分
休
業

育
児
休
暇

妊
産
婦
の

健
康
診
断
休
暇

妊
婦
の

通
勤
緩
和
休
暇

育児短時間勤務 ✕ △※１ ○ ○

部分休業 ✕ ○※２ ○ △※３

育児休暇 △※１ ○※２ ○ △※３

妊産婦の健康診断休暇 ○ ○ ○ △※４

妊婦の通勤緩和休暇 ○ △※３ △※３ △※４

介護休暇 介護時間 短期介護休暇 高齢者部分休業

介護休暇 △※１ △※２ △※３

介護時間 △※１ ○ △※３

短期介護休暇 △※２ ○ ○

高齢者部分休業 △※３ △※３ ○

各種制度の併用について



44

１．お役立ちホームページの紹介

★グループウェアキャビネット － 教職員・福利課

各制度の紹介、通知や申請様式の掲載、育児休業の体験談、共働き・共育てサポートプランなどを

掲載。

★公立学校共済組合高知支部（https://www.kouritu.or.jp/kochi/index.html）

★一般財団法人高知県教職員互助会（https://www.kokyogo.jp/index.html）
公立学校共済組合高知県支部、一般財団法人高知県教職員互助会のサイト。学校共済組合や互助

会関係の手続の詳細や申請書の様式を掲載。

★こうちプレマ net（https://www.premanet.pref.kochi.lg.jp/）

子育て支援課が開設している出産・育児応援サイト。妊娠中の女性や新しく父親となる男性向け
に、赤ちゃんとのスキンシップやおむつ交換など育児のコツを分かりやすく紹介。他にも、お役立ち

情報コーナーや子育て豆知識など、子育て中のママ、パパにも役立つコンテンツが盛りだくさん。

★子育て応援アプリ おでかけるんだパス

子育て家庭がお得なサービスを受けられる「こうち子育て応援の店」や子育て支援関連施設の情

報を受けられるアプリ。子育ての悩みを相談できる掲示板や、発熱など、もしもの時の緊急連絡先の
掲載、子育てを応援するコンテンツなど子育てに役立つ情報を発信中。

２．出産・子育てに関する相談窓口の紹介
出産・子育てに関しては、様々な相談窓口が開設されています。妊娠中や出産後の体調や子どもの

健康状態に不安を感じたときなど、気軽に相談しましょう。

３．緊急時の預け先
仕事と子育てを両立する上では、急な仕事が入って時間外勤務をせざるを得ない場合や、保育所

や学校の休園・休校時などの緊急時に備えて、子どもの預け先を確保しておくと安心です。

もちろん、休んだり早く帰ることができるように職場内で配慮することが前提ですが、どうして
も難しい時もあるかもしれません。緊急時に慌てることのないよう、セーフティネットとしていく

つか選択肢を用意しておきましょう。

窓 口 連絡先 対応者 備 考

健康相談

母性健康保護相談
088-821-4905

教職員・福利課

（産業医・保健師）
随時

教職員電話健康相談 24

(専門医相談・小児救急相

談を含む)

公立学校共済組合ホームペ

ージの組合員専用ページで

確認

保健師、看護師、管理

栄養士、カウンセラー
などヘルスアドバイザ

ー及び医師

24時間・年中無休

プレママ相談

（こうちプレマnet）

電話相談：088-855-8533

メール相談：
以下のフォームに入力

https://www.premanet.p

ref.kochi.lg.jp/guide/

高知県助産師会に所属

する相談員

・原則、電話で回答
(内容により、メールで

回答をする場合あり)

・子育て応援アプリ

内にチャット相談機
能あり

出産・育児情報

https://www.kouritu.or.jp/kochi/index.html
https://www.kokyogo.jp/index.html
https://www.premanet.pref.kochi.lg.jp/
https://www.premanet.pref.kochi.lg.jp/guide/
https://www.premanet.pref.kochi.lg.jp/guide/
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乳幼児を保育することを目的とする施設で、児童福祉施設として県や中核市（高知市）の認可を受

けていない施設の総称。延長保育や土曜休日保育等、多様な保育サービスを実施する施設が多い傾向。

子どもが体調を崩している場合でも、預かってくれるところもあります。

○高知市内の施設（高知市保育幼稚園課のページ）

https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/34/ninnkagaihoikusisetuitirann.html

○高知市以外の市町村の施設（高知県教育委員会事務局幼保支援課のページ）
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2020022600116/

病気や病後の子どもを、保護者が家庭で保育できない場合に、病院・保育所等に付設されたスペー

スで預かってくれる。利用は、各市町村に在住で、保育所等に通園中であることが原則。利用に当た
っての手続については、各市町村のホームページなどで確認してください。

○高知県内の施設（高知県教育委員会事務局幼保支援課ホームページ）

https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2018091000166/
（令和７年４月１日現在）

認可外保育施設 （いわゆる託児所）

病児・病後児保育

○病児対応型

病気の「回復期
に至らない場
合」であり、か
つ、当面の症状
の急変が認め
られない場合
に一時的な保
育を実施

○病後児対応
型

病気の「回復
期」であり、か
つ、集団保育が
困難な場合に
一時的な保育
を実施

市町村 施設名 施設住所・電話番号

高知市 (医)仁生会　三愛病院　愛あいルーム 高知市一宮西町1-7-25
088-845-5291

高知市 (医)仁生会　細木病院　キューピットハウス 高知市大膳町37
088-822-7211

高知市 うららか保育園　ラベンダー
（協力医療機関：春野うららかクリニック）

高知市春野町南ヶ丘1-9-1
088-805-2828

高知市 (医)治久会 もみのき病院　もみくんち 高知市本宮町101-1
088-849-2184

高知市
(学)やまもも学園　企業主導型保育事業
さくら保育園　にこにこRoom
（協力医療機関：谷岡内科小児科・前田診療所）

高知市桜井町1-10-28
088-856-9660

高知市
企業主導型保育事業　ふくのたね保育園久万
ふくのたねルーム久万
（協力医療機関：ひまわり在宅クリニック）

高知市中久万49-12
088-802-8341

高知市
企業主導型保育事業　ふくのたね保育園薊野
ふくのたねルーム薊野
（協力医療機関：ひまわり在宅クリニック）

高知市薊野中町2-16
088-856-8341

高知市 企業主導型保育事業　清和まつば園
（協力医療機関：川上小児科クリニック）

高知市南万々46-4
080-7576-7349

高知市 企業主導型保育事業　清和なずな園
（協力医療機関：川上小児科クリニック）

高知市鴨部1-20
088-802-7075

高知市  企業主導型保育事業 清和さわらび園
（協力医療機関：川上小児科クリニック）

高知市福井町2448
088-824-1160

高知市  高知医療センター病児保育室
（協力医療機関：高知医療センター）

高知市池708-3　レジデンス
B102
088-847-7487

安芸市 (医)博仁会　尾木医院　ベイビーキッズ 安芸市本町3-10-30
0887-34-3155

芸西村 (医)博仁会　尾木医院　ベイビーキッズ2 安芸市本町3-10-30
0887-34-3155

市町村 施設名 施設住所・電話番号

高知市 高知市立宮前保育園　病後児保育室ぱんぷきん
（協力医療機関：医師連絡票発行医療機関）

高知市宮前町139-2
088-824-0128

高知市 企業主導型保育事業　清和まつば園
（協力医療機関：川上小児科クリニック）

高知市南万々46-4
080-7576-7349

南国市 後免野田保育園
（協力医療機関：市原内科小児科）

南国市西野田町2-5-18
088-864-2462

南国市 （国）高知大学
高知大学医学部附属病院院内保育所 こはすキッズ

南国市岡豊町小蓮
088-880-2691

須崎市 (医)五月会　須崎くろしお病院　スマイルハウス 須崎市緑町28
0889-42-7273

香南市 香南市総合子育て支援センター
（協力医療機関：香南市内小児科標榜の９病院）

香南市野市町西野2072-4
0887-50-5257

いの町 病後児保育室そらいろ
（協力医療機関：高北国民健康保険病院）

いの町1510番地
088-893-1922

佐川町 佐川町病後児保育施設「にこっと」
(協力医療機関：高北国民健康保険病院)

佐川町甲1682-2
0889-22-7705
(健康福祉センターかわせみ)

https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/34/ninnkagaihoikusisetuitirann.html
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2020022600116/
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2018091000166/
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ファミリー・サポート・センターとは、子育ての手助けをしてほしい方と手助けができる方が会
員登録し、子どもの預かりや保育園等の送り迎えなど子育てのお手伝いをする組織です。

○高知県内のファミリー・サポート・センター （令和 7年 10 月１日現在）

ファミリー・サポート・センター

お住まいの
市町村 センター名 所在地 連絡先（TEL） 業務時間

高知市 こうちファミリーサポートセンター 高知市丸池町1番1-14
高知市勤労者交流館1F 088-880-5210 火～土曜日

9:00 ～ 17:30　　　　　

室戸市 むろとファミリー・サポート・センターすくすく
室戸市領家87番地
室戸市保健福祉センターやすらぎ1階
こども子育て支援課内

0887-22-5171 月～金曜日
9:00 ～ 17:00

安芸市 安芸市ファミリー・サポート・センターみるきぃ 安芸市本町3丁目3番7号
児童通所支援センターまなふる内 0887-37-9888 月～金曜日

8:30 ～ 17:30

南国市 なんこくファミリーサポートセンター 南国市元町3丁目4番2号
南国市西部児童館2階 088-802-5665 火～土曜日

9:00 ～ 17:00

土佐市 とさしファミリー・サポート・センターおひさま 土佐市高岡町甲2017-1 080-2677-6460/
088-852-7702

月～金曜日
8:30 ～ 17:15

須崎市 ファミリーサポートセンターすさき 須崎市山手町1-7 0889-42-1229 月～金曜日
8:30 ～ 17:15

土佐清水市 とさしみずしファミリーサポートセンター 土佐清水市浜町6-22
シェアオフィス土佐清水３号室

0880-87-9063/
080-7723-2654

月、火、木～土曜日
9：00～18：00

四万十市 しまんとファミリーサポートセンター 四万十市右山元町1-2-4 0880-34-8310 月、火、木～土曜日
9：00～18：00

香南市 こうなんファミリーサポートセンター 香南市香我美町下分646
香南市役所香我美庁舎内

0887-57-7300/
080-9836-4923

月～金曜日
8:30 ～ 17:15

香美市 香美市ファミリー・サポート・センター 香美市土佐山田町本村214
（香美市立移住定住交流センター）

080-5665-2075/
0887-52-8606

月、火、木～土曜日
8:30～17:15

いの町 いのファミリー・サポート・センターはっぴぃ いの町1400
（すこやかセンター伊野）

080-2982-8108/
088-893-3810

月～金曜日
8:30 ～ 17:15

仁淀川町 仁淀川町ファミリーサポートセンター 仁淀川町大崎490番地3 080-2988-3655 月～金曜日
8:30 ～ 17:15

中土佐町 中土佐町ファミリーサポートセンター 高岡郡中土佐町久礼2330 080-6444-8965 月～金曜日
8:30 ～ 17:15

佐川町 さかわファミリーサポートセンター 佐川町乙2310番地
佐川町健康福祉センターかわせみ内

0889-22-1510
090-5915-4142

月～金曜日
8:30 ～ 17:15

四万十町 四万十町ファミリーサポートセンター 四万十町茂串町11番30号
（しまんと町社会福祉協議会内）

090-1575-1195(専用携帯)/
0880-22-1195
(しまんと町社会福祉協議会)

月～金曜日
8:30 ～ 17:15

大月町 大月町ファミリーサポートセンター 大月町弘見2230 090-5272-5820/
0880-73-1113

月～金曜日
9:00 ～ 17:00



47

下記に手続の概要を示しますので参考にしてください。詳細な内容は各通知を確認してください。

制度名 必要書類及び提出時期 管理職員の対応

育児休業 育児休業を始めようとする日の１月前まで（産後パパ育休の場合

は２週間前まで）に

□ 育児休業承認（期間延長）請求書

□ 請求に係る子の氏名、続柄及び生年月日を証明する書類

育児休業終了時

□ 育児休業終了届書

所属長を経由して人事主管課
（小中学校課又は高等学校課

若しくは特別支援教育課）へ

提出。

【通知】

○育児休業等の手続に関する
取扱要領の制定について

（R7.9.12 改正）

育児短時間
勤務

育児短時間勤務開始日の１月前までに

□ 育児短時間勤務承認（期間延長）請求書

□ 請求に係る子の氏名、続柄及び生年月日を証明する書類

□ 育児短時間勤務計画書（再度の請求をする予定がある場

合のみ）

※請求する期間は、１月以上１年以下の期間

育児短時間勤務終了時

□ 育児短時間勤務終了届出書

勤務実績管理システム対象職
員にあっては、育児短時間勤

務の期間について、勤務種別

「対象外」の設定が必要。

【通知】

○「育児短時間勤務職員」の

総務事務集中化システムの
取扱いについて

（H21.3.16）

部分休業 部分休業開始日の１週間前までに

□ 部分休業承認請求書（手書き）

□ 請求に係る子の氏名、続柄及び生年月日を証明する書類
□ 部分休業登録確認書（システム利用職員のみ）

※請求は年度ごとに行うこと

勤務実績管理システムによる

承認後、請求書の写しを所属

長を経由して人事主管課（小
中学校課又は高等学校課若し

くは特別支援教育課）へ送付。

【通知】

○部分休業制度の拡充等につ

いて（R7.9.12）

時間外勤務
の

免除・制限

時間外勤務免除・制限開始日の前日までに

□ 深夜勤務・時間外勤務制限請求書
公務の運営の支障の有無につ
いて職員に通知し、通知文書

及び請求書の写しを人事主管

課（小中学校課又は高等学校
課若しくは特別支援教育課）

へ送付。

【通知】

○育児又は介護を行う職員の

深夜勤務及び時間外勤務の
制限等について

（H11.3.31)

深夜勤務の

制限
深夜勤務制限開始日の１月前までに

□ 深夜勤務・時間外勤務制限請求書

提出書類等の確認
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妊娠判明時から職場復帰後までに、職員本人による必要な手続等を例示しますので、参考にしてく

ださい。

市町村役場への提出書類等は提出先によって異なりますので、各市町村にご確認ください。

制度名 必要書類及び提出時期 管理職員の対応

介護休暇 介護休暇の承認を得ようとする日までに

□ 休暇簿（介護休暇用）
□ 医師の診断書（負傷、疾病の場合）

※勤務実績管理システム対象職員については、システムへの
入力が必要

休暇簿の写しを教職員・福利

課へ送付。
介護休暇は勤務実績管理シス

テムへの実績登録、介護時間

は月例報告により給与の減額
処理が必要。

【通知】
○介護休暇、介護時間につい

て（R7.9.12 改正）

介護時間 介護時間の承認を得ようとする日までに

□ 休暇簿（介護時間用）

※勤務実績管理システムへの入力は不要

高齢者部分

休業

高齢者部分休業開始日の１月前までに

□ 高齢者部分休業承認申請書

※勤務実績管理システムへの入力は不要

月例報告により給与の減額処

理が必要。

【通知】

○高齢者部分休業の手続に関
する取扱要領の策定につい

て（R5.2.10)

ৎ਋ 項 目 提出書類や必要な対応等の例
書類取得・

提出先

男性

職員

女性

職員

出

産

前

（

産

休

前

）

母子健康手帳の交付 □ 妊娠届出書
住民票のあ
る市町村役

場

― □

管理職員との面談①

（本人又は配偶者の妊娠報告時）

□ 面談シート
女性：妊娠報告時１

男性：子どもが生まれる予定の情報を得たとき

管理職員 □ □

通勤緩和等の必要な措置を

講ずる場合

□ 母性健康管理指導事項連絡カード

※必要に応じて
管理職員 ― □

産休の申出
□ 勤務実績管理システムで入力 又は

「休暇承認願」を提出
管理職員 ― □

産前産後休業期間中の共済

掛金の免除

□ 産前産後休業掛金免除（変更）申出書

※産前休暇取得時に提出
共済組合 ― □

管理職員との面談②

（取得プランの報告時）

□ 面談シート
女性：妊娠報告時２

男性：出生予定の３～２か月前

管理職員 □ ―

管理職員との面談③
（産前休暇又は育児休業取得予定

の２～１か月前）

□ 面談シート
女性：産前休暇又は育児休業取得予定の

２～１か月前

管理職員 ― □

管理職員との面談③－１

（１月以上の休暇・休業取得予定の

２～１か月前）

□ 面談シート

男性：休暇・休業取得予定の２～１か月前
管理職員 □ ―

手続チェックリスト
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ৎ
਋ 項 目 提出書類や必要な対応等の例

書類取得・

提出先

男性

職員

女性

職員

出

産

後

～

育

休

開

始

前

出生の届 □ 出生証明書 等
出生地等の
市町村役場

□ □

出産費・出産費附加金 及び 家

族出産費・家族出産費附加金の

請求

□ 出産費・家族出産費内払金支払依頼書又

は 出産費・附加金、家族出産費・附加
金請求書

※組合員又は被扶養者が出産した場合

共済組合 □ □

出産祝金の請求
□ 出産祝金請求書

※夫婦ともに会員の場合、それぞれ請求可
互助会 □ □

管理職員との面談③－２

（出生後１か月を経過するまで）

□ 面談シート

男性：出生後１か月を経過するまで
管理職員 □ ―

育児休業の申出 □ 育児休業承認（期間延長）請求書 管理職員 □ □

子どもを扶養する

（扶養手当の支給）
□ 扶養親族届

総務事務

センター
□ □

子どもを扶養する
（税控除を受ける）

□ 扶養控除等申告書
総務事務
センター

□ □

子どもを扶養する

（共済組合）
□ 被扶養者認定(種別切替)・取消申告書 共済組合 □ □

児童手当の届 □ 児童手当認定等請求書（届）
総務事務

センター
□ □

育児休業期間中の共済掛金の免

除
□ 育児休業等掛金等免除（変更）申出書 共済組合 □ □

育児休業期間中の互助会掛金の

免除
□ 育児休業掛金免除（変更）申出書 互助会 □ □

各種掛金等の控除中断手続 □ 財形貯蓄、団体保険料、組合費等
各手続によ

り異なる
□ □

職
場
復
帰
前

育児休業手当金の請求

※原則として対象となる子が

１歳に達する日まで

□ 育児休業手当金（変更）請求書 共済組合 □ □

育児休業支援手当金の請求 □ 育児休業支援手当金請求書 共済組合 □ □

管理職員との面談④

（職場復帰予定の１か月前）

※１月未満の短期は不要

□ 面談シート

女性：産後休暇又は育児休業から職場復帰予定の

１か月前

男性：休暇・育児から職場復帰予定の１か月前

管理職員 □ □

職
場
復
帰
後

育児休業の終了 □ 育児休業終了届書 管理職員 □ □

管理職員との面談⑤

（復帰後１か月を経過するまで）

□ 面談シート
女性：職場復帰後１か月を経過するまで

男性：職場復帰後１か月を経過するまで

※ 長期（１月以上）の休暇・休業取得の場合

管理職員 □ □

養育特例
※育児休業を取得しない男性職員

は、子の出生後に提出

□ ３歳未満の子を養育する旨の申出書 共済組合 □ □

育児時短勤務・部分休業の申出
□ 育児短時間勤務承認（期間延長）請求書
□ 部分休業承認書（手書き）

管理職員 □ □

育児時短勤務手当金の請求

※２歳未満の子を養育する場合
□ 育児時短勤務手当金請求書 共済組合 □ □

管理職員との面談⑥

（共育て支援プログラム）

□ 共育て支援プログラム面談シート

※ 希望の有無にかかわらず全員作成
管理職員 □ □
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分からないことや困ったことがあれば、まずは所属長に相談しましょう。

所属長は、職員がどういったことに困っているかをよく聞き、不明点があれば各担当に問い合わせ
てください。

相 談 内 容 問い合わせ先 担 当

両立支援制度全般に関すること
（休暇・休業制度、共働き・共育てサポートプラン

の内容等）

教職員・福利課

人事企画担当

（088-821-4903）

働き方改革推進担当
（088-821-4901）

代替職員（臨時的任用教職員・会計年度任用職員等）

に関すること

人事主管課

小中学校課

高等学校課
（特別支援教育課）

人事担当

（088-821-4639）

（088-821-4852）
（088-821-4852）

健康相談に関すること 教職員・福利課
職員厚生担当

（088-821-4905）

メンタルヘルスに関すること 教職員・福利課
働き方改革推進担当
（088-821-4901）

結婚祝金、出産祝金、育児休業期間の互助会掛金免

除等の申請に関すること

高知県教職員互助会

教職員・福利課内

互助会担当

（088-821-4917）

育児休業手当金、育児休業支援手当金、育児時短勤

務給付金、産前産後休業・育児休業期間の掛金免除

等の申請に関すること

公立学校共済組合高知支部

教職員・福利課内
短期給付担当・掛金担当

（088-821-4755）

諸手当に関すること 教職員・福利課
給与担当
（088-821-4906）

問い合わせ先

各
問
い
合
わ
せ
先

所属長


